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Box 3.2 Fassmer社が環境に優しいグリーンピースの船「レインボーウォーリア III」を造船 

2011 年、環境保護団体グリーンピースは、レインボーウォーリア III 号の使用を

開始した。Fassmerによって建造された同船は、環境に優しい船としてロイドか

らグリーンパスポートを取得した。同船には風力の活用、有害性のない塗料の使

用、きれいな水だけが海に戻されるようにするための汚水を分離するシステムの

搭載、およびモーターから排出される廃熱の船内での暖房利用など、環境に優し

い特色がいくつかある。 

 

出典: www.greenpeace.nl/about/schepen; Fassmer (2011), プレスリリース ‘The New Rainbow Warrior’. 

 

航海の最適化 

船舶の航海を最適化することにより、燃料消費と CO2排出量の削減が可能となる。操

作の最適化には航海ルートや、速度、トリムなど、多くの方法がある。また、船上で

の監視や航海操作上の意思決定サポート技術も開発されている。 

 

航海サポート・システムの提供でリードしているのはヨーロッパ系企業である。しか

し販売実績は明らかにされていない。最も主要な企業はドイツの FutureShip82 や、

フィンランドの On Board Napa83、同じくフィンランドの Eniram84、アイルランド

の Marorka85である。これらは全て中小企業である。航海サポート・システムは、新

造船でも既存の船でも利用できる。既存の船で利用する場合、海運会社は所有する船

                                                  

82 http://www.futureship.net/. 

83 http://www.napa.fi/. 

84 http://www.eniram.fi/. 

85 http://www.marorka.com/. 
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舶の全てで同様のシステムを利用したいと考えており、そのため航海サポート・シス

テムと自社の IT システムの統合が検討されている。しかしこれは投資コストを上げ

る可能性がある。一方、いくつかの会社はモジュラー概念を提供し、利用者は特定の

ニーズや関心事項に段階的に投資できるようになっている。 

 

エンジン 

エンジン調整、またエンジン管理システムを使用しエンジン効率を上げることが可能

である。燃料噴射もエンジンの消費燃料を減らすために調整可能である。またインタ

ークーラーを間に入れたり、scavenge air coolerをターボチャージャーの後に入れる

ことにより、空気圧が下げられる。これらの技術はほとんど、既存の技術を基にして

いる。 

 

新しいエンジンは伝統あるエンジンメーカーが設計・製造している。主なメーカーは

欧州企業で、船舶エンジン（大型 2ストロークエンジン）市場の 90%は欧州の２社、

即ちドイツの MAN とフィンランドの Wärtsilä86が独占している。これらの会社では

推進システムをひとつのセットとして販売 87するようになってきている。また、上記

以外の欧州企業もこの市場で活躍している。イギリスのロールスロイス社、ドイツの

Caterpillar/MAKやDEUTZ、スウェーデンのボルボ、スイスのABB、イギリスのRuston

（シーメンス・グループ）などで、全て大企業である。アジアでも 

一部の大企業がエンジンを製造している。 

 

廃熱回収 

最後にここで紹介する技術的なソリューションは廃熱回収システムの使用である。船

舶エンジンは副産物として廃熱を排出する。通常、この熱は冷却水と排気ガスによっ

て除去されるが、船内の暖房に利用したり、タービンを使って発電に使用するなどし

て再使用できる。いくつかの企業が既に廃熱を再利用するシステムを開発した。この

技術は船では比較的新しいが、陸ではかなりの使用実績がある。既に何百隻もの船（新

造船と既存の船）に廃熱回収システムが導入されていると推定される。88  

 

廃熱回収システムのヨーロッパの大手メーカーはドイツのシーメンスと ImTech、そ

れにエンジンメーカーの MANとフィンランドのWärtsiläである。またデンマークの

Aalborgや、イギリスの Peter Brotherhood、イタリアの Turbodenも主要なサプライ

ヤである。ヨーロッパの内外を問わず、廃熱回収システム分野で目だった活動をして

                                                  
86 http://www.hercules-b.com. 
87 販売後の操作・メンテナンス契約とサービスを含む  
88 Futureship (2011) 
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いるのは大企業である。 

 

欧州系以外のメーカーもあるが、ヨーロッパは廃熱回収システムの分野でリードして

いると見なされる。 

 

3.1.5 結論 

コスト削減のために船舶の燃料効率を向上させるのが、造船市場をグリーン化に動か

す主導要因と見なされている。次の２つが主な理由である。 

 

1. 海上輸送業界では競争率が激しくなり、運送料やチャーター料が値下がりした。

TCO（トータルコストオブオーナーシップ）の観点から船主はコスト削減を目指

しているが、燃料コストは営業コストの主要部分を占めている。 

2. 燃料価格高騰のため、燃料コストが他のコストに占める相対的比率を削減（ある

いは上昇率を抑制）させるための手段として、船の燃料効率改善に対する需要が

生じた。 

 

市場の将来性は非常に高いと思われる。燃料価格の上昇および政府による排ガス規制

の影響を受け、新しい船舶は全て燃料効率を向上させるトレンドを踏襲するからであ

る。燃料効率の良い船への需要が、（特に EEDI関連の）規制に主導されて生じるのは、

ごく限られていると思われる（本稿 4.3 参照）。 燃料効率を向上させるため、船の買

い替えを急ぐのは一部の市場では既に見られるが（viz コンテナ船など）、限定的であ

る。世界の既存船舶がまだ比較的新しいため、早急な買い替えは抑制されている。燃

料価格が急激に上昇する場合、既存の船の改修においては効果が実証済みの燃料効率

改善技術を取り入れる機会が増加するであろう。しかし航海ルートや取り付けが必要

な技術の複雑さによって市場規模は異なってくる。 

 

市場の将来性のある主な分野は以下の 2分野である。 

 

� 料効率の良いシステム。（船体設計や、使用するプロペラ、PID、最適化された航

海やエンジン、廃熱回収など） 

� 代替燃料の開発。（LNGやハイブリッド、風力など） 

 

燃料効率の良いシステムへの需要が生じる上で、下記のような障壁がある。 

� 技術開発上の障壁:この分野では障壁は少なく、（国によって異なるが）熟練エン

ジニア不足や、（新しい技術開発につきものの問題である）資金調達の難しさ程度

である。  
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� 技術を向上する上での障壁:この分野での主な障壁は、有効性が実証されていない

技術への投資に船主が消極的なことである。このためメーカー側も有効性を証明

する機会が奪われている。 

� 需要が生じる上での障壁:海運会社が一般的に保守的なのが障壁となっている。よ

り具体的な障壁は、投資コストは船主が負担することになるが、投資の見返りは

船の運航会社が得るというスプリット・インセンティブである。最後に、燃料価

格水準と上昇率が不確実なため、投資回収期間が不透明となり、このため投資に

消極的になっているという点も挙げられる。 

 

燃料効率向上の必要性に対応する上で、EU の造船業界は良い位置にいる。船舶のエ

ネルギー効率を向上させる技術を提供するメーカーは、ほとんどが欧州企業であり、

分野によっては欧州企業が独占しているものもある。大企業によって占められる分野

（特にエンジン製造分野など）もあれば、中小企業が中心の分野（風力を利用する技

術など）もあり、分野によって企業サイズに明らかな違いがある。 

 

燃費効率の向上を目指す傾向は、船舶の種類を問わずに全ての船舶で今後も続くと予

想される。現状欧州企業は市場で良い位置にいるが、だからと言ってヨーロッパの造

船所がアジアの造船所に奪われた各種船舶の建造を取り戻せるとは限らない。ただし、

ヨーロッパで建造される船舶はこれから全て、燃料効率向上の要求に直面することに

なる。また、船舶の大半はヨーロッパ以外で建造されているため、欧州企業には輸出

機会が生じる可能性がある。この市場機会の将来性は部分的には、ヨーロッパ以外の

主だった造船所の自製かアウトソースするかの決定に左右される。 

 

3.2 トレンド 2: 環境意識と CSR（企業の社会的責任） 

 

3.2.1主導要因 

消費者の環境意識の高まりにより、環境への負荷が低い製品を販売する企業の相対的優

位性が高まってくる。このため荷主は海運会社に対して、環境に優しい船の運航を望む

ようになってきた（よく例に出されるのは IKEAとCargillである）。その結果、環境に優

しい船舶や、燃料効率を向上させる装置への需要が増大する。荷主や海運会社のCSR意

識の増加も同様の効果をもたらしている（例えばMaerskは環境保全イメージを推進して

いる）。荷主や港のなかには船の環境パフォーマンスの向上を推進しているところがある

（CSIや、ESI、グリーン・アウォードなど：Box 3.4参照）。また、地域単位での取り組

み（バルト海海運会社や、北西ヨーロッパのポート・ネットワーク等）も見られる。 

 

この傾向が現れている例として、クルーズ船の乗客が挙げられる。クルーズ船の乗客
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は、たとえ費用が余計にかかっても、環境への負荷の少ない船でのクルーズを好む。

一般消費者の他に海運会社も、港が環境に優しい船に対して割引を提供する場合があ

るため、環境意識の高いユーザーとなる。船主は CSR のために所有船舶の環境パフ

ォーマンスの改善を目指し、同様に荷主にとっても輸送上の負荷低減を含めて環境へ

の負荷を減らすことが重要となってきている。これは荷主（貨物量の多い IKEA や

Cargilなど）の顧客（消費者）が、購入する製品の環境への負荷を重要視するからで

ある。荷主は長期チャーター契約にある船の環境パフォーマンスの改善を要求、また

は環境パフォーマンスの良い船をチャーターする可能性があり、船主が船舶の環境パ

フォーマンスを改善するためのインセンティブとなる。 

 

こうしたなかで、船の環境パフォーマンスを比較する指標が作られており、比較が容

易になっている。(Box 3.3参照) 

 

Box 3.3「環境に優しい海運業者指標」と「環境に優しい船舶指標」 

「環境に優しい海運業者指標」はスウェーデンの大手荷主により、調達に使う船

の環境パフォーマンスを評価する際の参考資料として作られ、2007年に制定され

た。この指標の主要な項目は以下の通りである - CO2および、NOx、SOx、浮遊

粒子状物質(PM)、水と廃棄物のコントロール、ならびに化学物質。 異なる分野

からなる 20項目の得点が均 等 加 重 さ れ 、総 合 ス コ ア が 出 さ れ る 。

既に大手荷主 30社が「環境に優しい海運ネットワーク」に加入している。 参加

各社は輸送業者指標のデータベースにアクセスして、船の環境パフォーマンスを

基に、使用する船を選択できる。 

インセンティブとして港が制定した「環境に優しい船舶指標」は、EU の造船業

界が CSRへの考慮の影響を受ける例である。ヨーロッパの港の幾つか(2012年 1

月現在 13の港)では環境に優しい船舶指標を基に、港湾使用料を割り引いている。

現在、578隻が環境に優しい船と認定されている。 この指標では船から排出され

る窒素化合物や硫黄化合物を直接考慮し、エネルギー効率の記録・管理を表彰す

る。10ミクロン以下の浮遊粒子状物質の排出量も、SOxとの深い関連で間接的に

含まれる。このシステムは現行の国際法の規定を超えるパフォーマンスを評価す

るように制定されている。 

出典：http://www.cleanshippingproject.se/と http://www.environmentalshipindex.org/public/home  

 

3.2.2 市場の将来性の評価 

環境への意識、持続可能な製品の生産・消費への関心はヨーロッパで特に高まっている

が、造船部門で民間企業が投資する額は利益追求の機会が無い場合、限られている（こ

れは他の業界の民間セクターでも同様である）。また、コンシューマ製品の商品価値チ
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ェーンのなかで運送部分は「隠れて」おり、消費者が最終的に商品を購入する際には見

えない（また当然ながら、個人消費者は船を最終商品として購入する傾向にはない）。 

 

このため、CSR や環境意識によって導かれる活動は、環境保全と経済競争力との間に

明確な相乗効果がある場合に行われている。造船業界において CSRによって動かされ

る活動は、手短に言うと(1) 大抵の場合、収益機会に直接結びついている、(2) 往往に

して（船主と海運会社など）業者間での取り組みとなっている、(3)（旅客フェリーや

コンシューマ向け商品を運搬する貨物船など）消費者に近い部門で行われる場合が多い。 

 

熱効率と CSR/環境保全に考慮しているイメージを出すマーケティングは、環境に優

しい製品を求める主導要因となっている。船の運航がエンドユーザーに近く、船がよ

く「見える」場合、CSR と環境意識の高まりは、燃料コストの削減と一体となって

いる。Box 3.4で一例を示す。 

 

Box 3.4 風力発電を使用する初のハイブリッドフェリー 

Stena Lineは、風力発電設備をフロントデッキに備えた船を運航する初のフェリ

ー会社である。この風力発電設備は既存の船に取り付けられ、取り付け費用は 11

万ユーロであった。風力の利用で燃料は 2％節約された。スウェーデンやドイツ

では更なる燃料の節約を達成するための研究が行われている。このフェリーはデ

ンマークとスウェーデン間を結んでいる。 

 

Stena Lineの取り組みは、CSRの達成になる一方で、燃料効率の向上にも繋がっ

ている。同社は環境への負荷を削減しようとしている多くのスカンジナビア企業

のひとつで、他には IKEAや、ボルボ、H&M、Scaniaなどがある。 

出典: http://viaggi.repubblica.it/multimedia/svezia-il-primo-ferry-bipower-che-usa-energia-eolica/29966152/1/1 
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3.2.3主な障壁 

環境意識の高まりによってが需要が形成される上での主な障壁は、投資が直接、投資

収益に結びつく機会が不足している点である。会社の環境保全への取り組みをクライ

アントが認識して、割高な料金を進んで支払う場合、環境保全イメージの構築は長期

的には元が取れる投資と見なされる。しかし経済低迷時には、顧客は割高な料金の支

払いに消極的になるため、投資する側も投資に消極的になる。 

 

使用可能な技術および関連する障壁に関して言えば、これらはエネルギー効率の向上

や排出量の削減に関連するものと大差はない。(本稿 3.1と次章参照) 

 

3.2.4 EUの業界の位置と技術的な対応 

環境意識の向上や CSR の求めに対応する技術は、熱効率の向上や排出ガス削減に使

われる技術と同様のため、この分野での EU業界の位置付けは後者での位置と同様で

ある。環境意識や CSR に環境保全活動を取り入れる動きは、ヨーロッパが他の地域

より進んでいるという印象があり、これは肯定的な要素である。このため、ヨーロッ

パの産業にとって、これは「お家芸市場」という利点がある。 

 

 

3.2.5結論 

世界で、特にヨーロッパでは、環境意識と CSR（企業の社会的責任）への関心が多

くの分野で高まっている。この傾向の影響は業界内でも分野によって違いが見られ、

一般的にはエンドユーザーに近い部門や、荷主の環境保全イメージが市場での地位に

有利に働く場合、大きな影響が見られる。輸送時の環境への影響は最終商品からは見

えず、また、商品の環境全体への影響に占める割合も小さいためである。船の環境パ

フォーマンスを上げるために環境保全に役立つ技術に投資しようとする意欲は、明確

な収益機会が存在している場合に限られている。実際のところ、環境保全意識や CSR

に基づく投資は、他の主導要因、特に船の燃料効率を向上させる取り組みとの組み合

わせで行われている。このため、この市場の将来性を推定するのは困難で、本稿で述

べている他の主導要因によって生じる市場に、限定的に追加される程度と見なされる。 

 

需要を生む上での障壁として、投資回収の問題や、「グリーンなイメージ」への投資

資金を削減する現在の経済危機のような市場要素が挙げられる。 

 

環境意識と CSRが主導する市場トレンドへの対応で、EU産業界の位置は本レポート

の他の主導要因で述べた技術上の強みをベースにしている。具体的な強みは以下の通

りである。 
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� EUでは一般に環境意識が高い。このため環境に優しい船の運航を地元が求めた

り、（船主と地元サプライヤ間などで)新たに提携を結んだりなどが有り得る。 

� 付加価値の高い船は、更なる環境保全のための費用をより容易に支払える。  

� 環境保全を重視するトレンド（燃料効率、大気汚染防止など）の影響を受けた分

野の多くは、ヨーロッパの舶用機器産業が強い分野である。 
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4 規制が生むトレンド 

  

トレンドの推進役である市場と並び、規制もグリーンマーケットにチャンスをもたら

すものである。推進力となる規制は、それによる直接的な影響を明確に示しながら業

界のビジネスを動かしていく。理論上は規制の「アメ」（助成金、グリーンな取り組

みに対して与えられる減税のほか、入港税の優遇など）と同時に「ムチ」（排出上限

値の義務など）であるが、実情としては後者の方が現実だ。 

 

規制によるトレンドは、IMOや EU、そして国家レベルの規制からなるいくつもの規

制の層から生まれてくる。海運に関する環境規制の多くは IMO の場で国際的に制定

されており、その中にはEUの造船業界に影響があるカテゴリーもいくつか存在する。

海運において環境への影響が大きいのは排出で、図 4.1で示すように、空気中へ放出

されるものと水中へ放出されるものとに分けられる。これら船舶からの排出は主に

IMOのマルポール条約の規制を受ける。そのほか環境に関する条約としては、バラス

ト水管理条約がある。 

 

図表 4.1 操業船舶からの排出 

 

出典：FutureShip GmbH（GLグループ） 

 

海運は将来にわたって徐々に厳しさを増してゆく環境規制に直面している。この点に

ついて、すでに採択されている規制、そして現在議論が進められているものをベース

に今後見込まれるロードマップを図 4.2に示した。 

 

 

空気中への排出

オゾン層破壊物質 VOCs（タンカー） 

ビルジ水/オイル 排水 ゴミ 防汚物質 バラスト水

海中への排出
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出典：FutureShip GmbH（GLグループ）。施行見込日程は参考。 

 

IMO マルポール条約の附属書 VIでは船舶からの排気に含まれる SOxや NOxの排出

に規制を設け、オゾン層破壊物質を故意に排出することを禁止している。IMOの排出

基準は 400GT を超える船舶と 130kW を超えるエンジンに対して適用される。NOx

排出基準は通常 Tier 1 / 2 / 3と称し、Tier 1は附属書 VIの 1997版の中で規定され、

また Tier 2と 3については 2008年に採択された附属書 VIの改正として規定された。 

 

特定の地域に対する、より厳格な排出基準も今後考えられる。附属書 VI の改訂版で

は排出規制海域（ECA）に対して船舶から発生する SOx、粒子状物質（PM）、そして

NOxのそれぞれ、あるいは 3種類すべてについて制限を設けることが可能である。 

 

� 規制によるトレンドは企業の行動に対し直接的または間接的な変化をもたらす

ものである。本章では以下のトレンドについて分析する。 

� トレンド 3：NOx削減 

� トレンド 4：SOx削減 

� トレンド 5：CO2：EEDI、SEEMPおよび IMOで議論されている対策 

� トレンド 6：バラスト水および沈殿物処理 

 

4.1 トレンド 3：NOx削減 

 

4.1.1 推進役 

世界的規制 

図表 4.2 海事環境規制の概略とスケジュールの目安
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2010年 3月、米国、カナダおよびフランス領海（領海基線から外側 200海里までの海

域）の特定海域が、NOxおよび SOx両方の排出について ECAとしての国際的指定を受

けた。北米 ECAは 2012年 8月に発効する。また 2011年 7月、IMOはプエルトリコお

よび米領ヴァージン諸島沿岸に位置する海域を含む米国カリブ海を ECA に指定する提

案をしている。SOxの第 1フェーズは 2014年から、第 2フェーズは 2015年、そして

NOx基準は 2016年に発効する。 

 

バルト海沿岸諸国では、バルト海に NOx ECA（NECA）指定を受けるべく IMOへの追

加申請の準備が進む。また北海コンサルテーショングループも北海における NECAのメ

リット、デメリットを調査中である。 

 

表 4.1では NOxの排出量上限を示した。2000年 1月 1日より前に建造された船舶には

Tier 1が適用される。Tier 2の基準は 2011年 1月に発効した。NECAに指定されている

海域では、新たに建造される船舶は Tier 3に適合する必要があり、これは Tier 1に比べ

て 80%の削減となる。NECAの施行は公式にはまだ米国のみでヨーロッパはまだである

ために、どの程度市場の妨げとなるかはいまだ不明である。 

 

 表 4.1 NOx排出量の上限 

 ディーゼルエンジンを 

搭載する船舶の建造時期 

 

速度(n)rpm 

 

NOx 排 出 量 上 限

（g/kWh） 

 

Tier 1 

（エンジンでの 

コントロール） 

2000年 1月 1日から 

2011年 1月 1日まで 

 

<130 17.0 

130 ≤ n < 2,000 45.0*n-0.2 

n ≥ 2,000 9.8 

Tier 2 

（エンジンでの 

コントロール） 

2011年 1月 1日より後 

 

<130 14.4 

130 ≤ n < 2,000 44.0*n-0.23 

n ≥ 2,000 7.7 

Tier 3 

（強制後処理） 

 

NECA内を航行する場合、

2016年 1月 1日より後 

 

<130 3.4 

130 ≤ n < 2.000 9.0*n-0.2 

n ≥ 2.000 2.0 

 

NOx排出削減技術の開発は、2016 年以降に建造される船舶のエンジン出力ユニットご

との排出量を定めたマルポール条約附属書 VI（Tier 2）規則が推し進める形となってい

る。このタイプのエンジンはほとんどのエンジンメーカーが扱う。排出管理海域に適用

されるさらに厳しい基準（Tier 3）をクリアするためには、選択還元脱硝（SCR）の採

用または LNG や二元燃料エンジン搭載など、排出ガス処理装置を船舶に装備すること
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が必要となってくる。 

 

EU規則 

IMO / マルポール条約は守るべき NOx排出基準のベースを定めたもので、EUメンバー

各国だけでなく他の国々に対しても適用される。ヨーロッパ連合自体はマルポール条約

89のメンバーではないが、各加盟国（IMO規則の批准国であるか否かを問わず）に環境

基準を確実に守らせるためマルポール条約90の主要基準を踏襲する大気質枠組指令91を

採択した。指令には特定の汚染物質に関する限界値が定められ、超過は認められない。

EU 大気質基準では、港湾は港湾地域の大気質が閾値を超えないよう確実にする義務を

負う。陸上給電システム（OPS）は EU造船業界に影響を与えかねない大気質を改善す

るため港湾がとった施策の一例である。 

 

国家および地域による規制 

2007年以来、ノルウェーでは個別の NOx排出源ごとに課税が行われている。ノルウェ

ー領海を航行する船舶（750kW超のエンジンおよび 10MW超のボイラー）からの NOx

排出も課税対象である。NOx 合意を結ぶことで船舶への課税免除を受けることができ、

免除を受けた船舶は代わりに民間の NOx基金へ拠出を行う。基金の収入は NOx削減手

段の取得を支援する資金に充てられる。 

 

スウェーデン国内の港は、ヨーテボリ港、ヘルシンボリ港など数か所で燃料の硫黄含量

および/またはエンジンの kWhごとのNOx排出量に応じた港湾使用量の割引を行ってい

る。同様の施策はヨーロッパの他の港でも見受けられ、ハンブルク港は船舶全体の排気

（NOx、SOx、CO2 など）を削減することで割引を行う。またロッテルダム港ではクリ

ーンな内航船舶については 15%を割引く一方で汚染物質を排出する船舶には 10%を上

乗せする92。同様の動きはさらに多くの港に広がる傾向にある。 

 

4.1.2 市場潜在力の評価 

Tier 3の NOx排出レベルを達成するため、以下のようなさまざまな技術の検討、開発が

進められている。 

• 選択触媒還元（SCR：触媒反応プロセスにより NOxを窒素と水に還元する仕組み） 

• 二元燃料エンジン（HFOと LNGで燃料の切り替えが可能なエンジン。例えば、NECA

航行中にエンジンはより高価で NOxの少ない LNG を使用し、NECA 海域を出た後

                                                  
89  http://www.imo.org/About/Conventions/StatusOfConventions/Pages/Default.aspx、最新状況は 2012年 2月 29日更

新 

90  委員会は十分な排出削減を実施するために IMOを後押しする意図があるが、IMOが失敗に終わった場合は委員会

で独自の対策をとるとも述べている。 

91  2008/50/EC指令 

92  http://www.portofrotterdam.com/en/News/pressreleases-news/Pages/discount-port-dues-year-row.aspx. 
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は汚染物質が排出されるが安価な HFOへ切り替える。） 

• 液化天然ガス（LNG）エンジン 

• 排気再循環（EGR、マルチステージターボチャージャーと組み合わせたもの。EGR

は排出ガスを再循環させて省エネルギーを実現する方法）。改修でも装備可能。 

 

Tier 3の上限値は新船に対してのみ適用される。船舶の更新がおよそ 30年ごと93である

ことを考慮すれば、投資コストは長い年数にわたり分散されることになる。Bosch（2009）

は、2020年における追加投資コストは 4億 5200万から 6億4500万ユーロと予想する。

Bosch（2009）が環境総局（DG Environment）のために行ったこの調査報告は、（現在

は対象外の）ヨーロッパの NECAに対して施行された場合の潜在性を、地中海も NECA

に指定されるという仮定を含めて見積っている。 

 

米国としては、2016年以降（米国 EPAは 2009年）の IMO Tier 3によって 15,200隻

の船舶が影響を受けると予測される。Bosch（2009）の調査で言及された投資コストに

より、Tier 3においての米国の市場規模は 2030年までの期間に累計 70から 90億ユー

ロに達する見込みである。 

 

表 4.2 NOx削減対策による市場潜在力（単位：10億ユーロ） 

 

既出のいずれの調査も、シナリオの中で推進技術となる LNG を潜在力あるソリューシ

ョンとしては取り上げていないが、LNG はより高額の追加投資と結びつくことから、

LNG推進技術の多くが実現されることになれば潜在力も高まるであろう。 

 

4.1.3 主な障害 

障害となるのは、以下の 3つのカテゴリーである： 

• NOx排出削減技術の開発に対する障害 

• NOx排出削減技術を高めることに対する障害 

                                                  
93  経済状況によってはこの期間は長くも短くもなりうることが注記されている。現在の危機によっても、2007/2010

の期間の平均寿命を 2から 3年短縮する結果となった。（UNCTAD、2011） 

期間 地域  

 米国 NECA（実施済み） 予定されるヨーロッパ NECAにおける予想

  （バルト海、北海および地中海の合計） 

2015-2019 2.0-2.6 2.6-3.5

2020-2024 2.4-3.0 3.0-4.0

2025-2030 2.7-3.5 3.4-4.6

2015-2030累計 7.1-9.1 9.0-12.1
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• NOx排出削減技術に対する需要の高まりを阻む障害 

 

NOx排出削減技術の開発に対する障害 

概して、造船および舶用業界では NOx排出管理技術を十分に利用可能な状態にある。新

技術の開発に関する障害は比較的少ない。ヨーロッパでは造船所と舶用業界のいずれも

グリーンイノベーションを進めており、今後も続く。 

 

ヨーロッパをベースとする MANやWärtsiläなどのエンジンメーカーは、Tier 2に適合

するエンジンや Tier 3に沿った機器を供給している。 

 

NOx排出削減技術を高めることに対する障害 

造船や舶用機器の分野で提案されるイノベーションのすべてが海運会社にとって有効

かつ信頼できると受け止められている訳ではない。そのため海運会社は新たな技術への

投資に消極的である。そうして試行錯誤の機会が奪われ、イノベーションが妨げられて

いる。 

 

イノベーションの信頼性がしばしば疑問視されるのは排ガス分野である。いくつかの技

術が固定および/または陸上での使用（トラック向けの SCRなど）を想定して開発され

ているが、その技術を海上でも安定的に利用できるのかについては関係者の多くが疑問

を示唆する。こうしたことが技術の導入に対する大きな障害となりかねない。 

 

技術の向上に寄与すると期待されるのがノルウェーの NOx基金である。同基金は海運会

社に NOx 削減技術へ投資するための助成金を提供している。この基金によってすでに

32 隻が LNG または二元燃料のエンジンを搭載し、さらに多くの船舶が SCR またはそ

の他の NOx削減技術を取り入れている。基金は対象企業の国籍を問わず、また技術の提

供元に関する制限を設けていないことから、EU 内の舶用業界にも恩恵がある。マルポ

ール条約附属書 VI の要件と異なり、NOx基金は既存の船舶にも削減技術の導入を後押

しする。 

 

これまでEUの舶用業界がNOx排出削減技術の向上に対する何らかの障害に直面してい

ることを示唆するものは発見していない。 

 

NOx排出削減技術の需要の高まりを阻む障害 

 

関係者の多くは、技術の供給が船主や海運会社からの需要を上回っているとの意見であ

る。しかし、新たなグリーン製品への需要の高まりを阻害または先延ばしさせる複数の
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障害が存在している。 

 

NOx削減技術に関する規制の不確定性は概ね限定される。マルポール条約上、2016 年

以降に建造され NECA海域を航行する船舶であれば従わなければならない。それらのエ

ンジン排気は Tier 2または Tier 3の上限値を下回ることが認証されたものでなければな

らないということである。遵守状況はすべての港で監視され、マルポール条約附属書

VIを批准している寄港国は違反した船舶を取り締まることができる。 

 

しかし、規則や市場による具体的な不確定性が LNG および二元燃料エンジンの需要に

影響を及ぼしている。安全のための規則あるいは統一された規則がなく、また LNG の

給油設備の設計に関しても統一基準が存在しないという事実が、他の理由に加えて船舶

の代替燃料として LNG がより広く利用されることを妨げる一因となっている。陸上の

電力システムも同様で、統一基準がないために技術の普及が妨げられている。 

 

さらには代替燃料としての LNG 利用、または陸上電源からの供給を受ける場合、港湾

など第三者によるインフラ投資が必要となる。インフラの規模が限られている状態では

これらの技術は実現が難しく採算も合わないため需要は非常に限定される結果となる。 

 

LNG と二元燃料エンジンに対する需要はまた、これらの燃料の現在または予想される

価格にも左右される。 

 

世界的に見れば LNG燃料補給インフラの供給は障害であるが、EUには明らかに地域特

有の状況がある。ヨーロッパ内の燃料補給インフラが優れていれば、世界の他の地域で

インフラが不十分であっても主にヨーロッパ内を航行するフェリー、沿岸航行船、フィ

ーダー船などの船舶の LNG 需要は高まることが考えられる。燃料補給の安全規則も港

湾または国によるものであることから、地域的に一致を図ることもできる。 

 

4.1.4 EU業界のポジションと対応技術 

LNG 

NOx排出を削減するひとつのソリューションとしては、船舶燃料として石油燃料に代わ

り LNGを利用することが挙げられる。LNGを燃料に使用するためには新たなエンジン

が必要となる。LNG専用のエンジン、そして重油燃料と LNG両方が可能な二元燃料エ

ンジンのいずれでもよい。4サイクルエンジンで LNG を使用した場合、80%の NOx排

出削減効果が実現できる94。 

 

                                                  
94  Futureship（2011） 
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この分野における主役はヨーロッパ企業で、必然的にいずれもエンジンメーカーである。

主な企業としては MAN95、Wärtsilä96、Caterpillar/MAK97がある。ヨーロッパ企業は市

場シェアで言えば LNG マーケットをリードする存在であるが、大手アジア企業数社も

LNGを船舶燃料として使用するエンジンの開発を進めている。 

 

LNG を船舶燃料に使用できるエンジンはすでにさまざまなタイプの船舶へ搭載されて

いる。特に旅客船やカーフェリーではすでに数多くの船舶が LNG を使っている。さら

にケミカルタンカーや貨物船、オフショア船など多くの船舶でも LNGへの転換が進む。

しかしセクション 4.1.3の障害に関する記述の通り、インフラの欠乏が LNG燃料船舶の

普及の制約となっている。港湾インフラに必要な投資、そして明確な規制基準の不在な

どに理由がある。 

 

SCR 

NOx排出削減の第 2のオプションとしては船舶にSCRシステムを搭載することがある。

このシステムは NOxを窒素と水へ還元するもので、SCR システムの利点は既存の船舶

への取り付けが容易なことだ。システムはすでに市場に出回っているが、導入実績や市

場浸透率はいまだ低い。 

 

主要企業はすべてヨーロッパに集中している。いずれも中小企業に分類される。中でも

目立っているのはドイツの H+H Umwelttechnik、ノルウェーの Yarwill AS98、スウェー

デンの D.E.C. Marine AB99（Wartsilaと提携中）、同じくスウェーデンの STT Emtec100

（Volvo Pentaと提携中）、そしてフィンランドの Proventia101（Volvo Pentaと提携中）

である。 

 

 

4.1.5 結論 

IMO マルポール条約附属書 VIは NOx排出に関する主要な規制推進力となっている。排

出規制は 2000 年 1 月 1 日以降新たに建造された船舶に適用され（Tier 1）、2011 年 1

月 1日以降建造の船舶についてはさらに削減量を強化したレベル（Tier 2）、また 2016

年1月1日以降はNOxECAを航行する船舶に対してはさらに一層の削減が求められる。

NOxECAの設定は現段階では米国のみでヨーロッパには行われていない。さらに国レベ

ルでは、ノルウェーの NOx税や基金が NOx排出削減を推進している。 

                                                  
95  http://www.tge-marine.com/index.php?article_id=29 
96  http://www.wartsila.com/en/Home 

97  http://marine.cat.com/ 
98  http://www.yarwil.com/ 
99  http://www.decmarine.com/ 

100  http://www.sttemtec.com/1/1.0.1.0/1042 
101  http://www.proventia.com/sivu/en/ 
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Tier 1そして Tier 2の要件はエンジンでの対応（燃焼プロセスの適化）によって適合で

きるが、Tier 3については低 NOx燃料への変更または後処理が必要となる。Tier 3の NOx

排出レベルに適合するために有効な技術は主に次の通りである： 

• 選択触媒還元（SCR） 

• 二元燃料エンジン（HFOと LNGを組み合わせて使用） 

• 液化天然ガスエンジン（LNG） 

• 排気再循環（EGR）-このシステムは改修によって取り付けることができる。 

 

米国における NECA実施後の市場規模は、2030年までの合計で 70から 90億ユーロと

見積もられている。ヨーロッパでも NECAがバルト海および北海、地中海に設定された

場合には 90から 120億ユーロの市場潜在力が生まれる。これは新船についてのみで、

改修船は含まない。 

 

市場潜在力に応えるだけの十分な技術は用意されている。この分野ではヨーロッパ業界

が数多くのイノベーションを開発済みである。しかし Tier 3の規制要件実施が 2016年

からであることから市場への導入はこれまでのところ限定的で、海運会社ではそれら技

術の有効性や信頼性を不十分であると考えており市場導入の妨げとなっている。ノルウ

ェーの NOx税のようなインセンティブ策は船舶の NOx削減技術導入を後押しするもの

である。 

 

LNG を燃料として利用することについては具体的な障害が特定されている。港湾イン

フラと安全に関する明確な規制制度が懸案である。 

 

ヨーロッパメーカーは LNG システム（主エンジンメーカーである MAN や Wärtsilä は

ヨーロッパ企業であるが、アジアにもアクティブな競合企業がある）と SCR システム

（この分野では数多くの中小企業が活発に活動中）の供給において優位な状況にある。 

 

4.2 トレンド 4：SOx削減 

 

4.2.1 推進役 

IMO マルポール条約附属書VIでは船舶の排気中のSOx排出に対して上限を設定してい

る。マルポール条約は船舶に対して 2020年以降は硫黄含有量 0.5%以下の燃料使用を求

めている（現在の上限値は 3.5%、下記の表 4.3参照）。SECAにおいては 2015年以降、

硫黄含有量 0.5%以下の燃料を使用しなければならない。 
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重油に比べてコストの高い低硫黄燃料を使用する代わり、排出ガスから SOxを除去する

集塵装置を船舶に使用することができる。硫黄分をほとんど含まず、また低硫黄ディー

ゼル燃料と比べてコストが安い傾向にあることから LNG の使用も規制対応策として有

効である。 

燃料の硫黄含有量の規制値を下の表 4.3に示した。SOx排出削減には代替手段も認めら

れる。例えば燃料の硫黄含有量の 1.5%の差を埋める代わり、船舶は排出量を制限する

技術（排出ガス洗浄システム/集塵装置など）を利用することもできる。 

 

表 4.3 燃料油の硫黄含有量上限値（マルポール条約 附属書 VI） 

 硫黄含有量上限値（%） 期限 

全世界 4.5% 2012年 1月まで 

3.5% 2012年 1月 1日より 

0.5% 2020年（または 2025年）1月 1日より103

SECA内 1.5% 2010年 3月 1日まで 

1.0% 2010年 3月 1日から 

0.1% 2015年 1月 1日から 

バルト海、北海と英仏海峡は 2005年、SOx排出規制海域に指定された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
103  改訂されたマルポール条約 附属書 IVでは 2つの発効日を設けている。まず 0.5%の硫黄含有量上限値を 2020年に

実施する予定であるが、2025年へ延期する可能性もある。延期は 2018年までに終了する見直しの結果に応じて判

断される。 
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図表 4.3 北海およびバルト海の排出規制海域 

 

 

出典：Sustainable shipping (2009)、排出 control Areas (ECA’s)、what you need to know、

www.sustainableshipping.com 

 

EUによる規制 

IMOによる硫黄規制に加え、EU指令（2005/33/EC）がヨーロッパ内の港湾停泊時に使

用する燃料の硫黄含有量に上限値を定めている。2010年 1月 1日より、硫黄の上限値

は 0.1パーセントに規定されている。多くのギリシャ船舶に対して認められてきた適用

除外は 2011年 12月 31日に失効した。 

 

4.2.2 市場潜在力の評価 

硫黄含有量の制限に適合させるための主な技術は以下の通りである： 

• 低硫黄燃料（MDOまたは LNG）の使用 

• 排気ガスから（化学）反応を利用して SOxを除去する集塵装置。SOxはシステムに

より異なる物質と反応し中和される。 

ほとんどのエンジンは低硫黄燃料での運転が可能であるが、集塵装置や LNG エンジン

は造船業界や舶用機器業界に市場潜在性をもたらすことができる。 

 

北緯 62度以南 

西経 4度以東 

西経 5度以東 

北緯 57度 44分

08秒
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造船所については船舶に集塵装置を搭載したり、低硫黄燃料や LNG を使用したりする

ことで SECAにおける燃料中の硫黄分を 0.1%と定めた規則に適合することができる。

分析によれば、SECA内での舶用軽油（MGO）と重質燃料油（HFO）の消費割合（SECA

以外の海域における燃料消費と比較した場合）やそれらの価格差によって、集塵装置へ

の投資回収期間に差が生じる。例えば中国とロッテルダム間を航行するコンテナ船が、

その航行時間のうちのわずかな時間しか SECA海域を通過しない場合、常に北海 SECA

のみを航行する RoRo船よりも投資回収期間ははるかに長くなる。 

 

Bosch（2009）は集塵装置が ECA 海域を航行する全船舶に搭載された場合の市場規模

の見積りを行っている。集塵装置の種類に応じ、年間コストは 6億 8千万ユーロ（オー

プン集塵装置の場合）から 20億ユーロ（クローズド集塵装置）104とみる。これらのコ

ストは減価償却年数を 12.5から 15年、利息 4%として算出したもので、提示されたコ

ストの 95%を投資コストが占める。一回限りの投資コストを前提とした現在のヨーロッ

パSECAの投資コストは今後 30年間にわたり 160億から 460億ユーロに達する105見込

みで、その市場の大部分は改修であると考えている。船種にもよるが Bosch（2009年）

によれば 2020年までの間、48~78%は改修になるとしている。2015年から 2020年の

市場潜在力が特に高い理由は、現在航行中の船舶すべてがこの期間に改修を行い、その

後の期間については新造船のみの市場となると想定してのことである。 

 

表 4.4 SECAにおける SOx削減措置による市場潜在力（単位：10億ユーロ） 

 現在のヨーロッパSECA

（バルト海および北海）

地中海が SECA指定 

された場合の推定 

 

2015-2020 8-23 13-39 主に改修 

2020-2025 1-4 2-5 主に新造船 

2025-2030 1-4 2-5 主に新造船 

2015-2030累計 10-31 17-49  

 

全ての船舶が集塵装置を搭載する訳ではなく、燃料の LNG や低硫黄燃料への切り替え

にとどまる船舶もあることから、投資額の見積りは上限額であると理解すべきである。

従って集塵装置と LNG技術の市場潜在力は、0から上の表の上限値の間と考えられる。 

 

2020年（または 2025年）に全世界で燃料硫黄分が 0.5%まで削減されるインパクトは、

世界の海を航行する船舶全てが SOx 排出を大幅に削減しなければならないことを考慮

すると、造船分野にとってより大きなものとなることが予想される。 

                                                  
104  このセクションにおけるコストは全て、2005年のユーロ相場により表示している。 

105  地中海が追加された場合、投資コストは 420億から 1250億ユーロへ増加する。 
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SOx規制は（400GTを超える）全ての船舶が対象となることから、この市場潜在力は新

船と既存船舶の改修の両方に影響がある。 

 

4.2.3 主な障害 

障害となる 2つのカテゴリーが特定されている： 

• SOx排出削減技術の開発における障害 

• SOx排出削減技術に対する需要喚起における障害 

 

SOx排出削減技術の開発における障害 

概して、造船および舶用機器業界における技術は十分に提供されている106。新技術の開

発に関する障害は比較的少ない。ヨーロッパの造船所および舶用機器業界のいずれもグ

リーンイノベーションを進めており、今後も続くと見られる。 

 

硫黄排出の分野においてはイノベーションの信頼性がしばしば疑問視されていること

から機能を高めることが難しい状況にある。多くの技術は固定および/または陸上での使

用（陸上動力装置の集塵装置など）を想定して開発されており、その技術が海上でも安

定的に利用できるのかについて関係者の多くが疑問を示唆している。こうしたことが技

術の導入に対する大きな障害となり得る。例えば、ECA の硫黄排出基準に適合するた

めに海運会社は低硫黄燃料を使用するか、または集塵装置の設置を選択することができ

る。低硫黄燃料の排気と船舶に与える効果は広く知られている。一方で集塵装置の信頼

性に疑問が生じれば、海運会社は集塵装置の不具合によって罰金や低硫黄燃料の使用を

余儀なくされるリスクを負うことになる。船主はこのリスクが大きすぎると考えている。 

 

SOx排出削減要件は 2015年に ECAを航行する船舶に対して、2020年には全世界を航

行する船舶に対して発効する。ほとんどの船舶は 5年サイクルでドックに入ることから、

船主は 2011 年以降集塵装置の導入を開始すると考えるのが妥当であると考える。しか

しこれまでに集塵装置を導入した船舶はごく一部に限られている。多くの企業は船舶セ

クターの保守性を非難するが、しかし集塵装置の導入を渋る事情も理解できる。船主の

立場からすれば合理的な行動で、規則が発効するまで投資に対する利益はあくまで形式

的に過ぎないのである。しかし一方で、セクター全体が規則の発効直前に投資をしたな

らば、ヨーロッパ市場の製造部門はストレスにさらされることになる（バラスト水シス

テムについても類似の問題が特定されている）。環境規則の施行には大きな影響力があ

る。環境規則に違反した場合の罰金が高額で、規則が厳格に運用されることが知られて

いる以上は確実な脅威となることから、船主は遅れないよう確実に適合のため早めに投

                                                  
106セクション 5.1参照。 
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資することも考えられる。 

 

こうした障害は本レポートで言及する他の規制分野や EU外の造船所、機器メーカーに

とっても同様に重要なものである。 

 

SOx排出削減技術の需要の高まりを阻む障害 

大気汚染の分野では、規則の不確定性がしばしば普及の障害要素として挙げられる。マ

ルポール条約 附属書 VIの規則は明確であるものの、SECAの施行日は不確実のままだ。

欧州委員会ではより厳格な硫黄制限の採択に関する案を 2011 年 7 月に審議している

（COM(2011)439 最終）。その後、フィンランドやその他のバルト海沿岸諸国の政治家

が 5年の先送りを申し入れ107、各方面の関係者もそれに同調している108。ヨーロッパ議

会の環境委員会は 2012年 2月の投票109で IMOの条約案支持を決定し、それに加えてさ

らに同委員会では EU間を航行する全旅客船の燃料硫黄含有上限を 2020年より 0.1パ

ーセントとすることを定める投票を行っている。しかし、指令が決定されるまで、規則

の不確定性は続く。 

 

もうひとつ障害となるのは低硫黄燃料と従来燃料との価格差の不透明性である。海運会

社が規則に適合するには低硫黄燃料の使用か集塵装置の導入が必要であり、低硫黄燃料

使用によって予想される追加コストは集塵装置導入の判断を大きく左右する。最近にな

り低硫黄燃料のコストに関する研究結果が多く発表されており、IMOの専門家グループ

による 2007年の予想によれば、低硫黄燃料には 50%から 72%の歴史的プレミアム価格

がつくという（BLG 12/6/1）。2020年については専門家グループのレポートによれば価

格が 25%上昇すると予想される。それ以降も多くの研究結果が発表され、Purvin et al

の報告書（2009年）では、最大 0.5%の硫黄分を含むバンカー燃料の費用は硫黄分の多

い現在の品質のものに比べて 1 トンにつき 120 ドルから 170 ドル高くなり、バンカー

燃料の費用はプロセスによっては 30%から 50%上昇すると見積もる。またフィンラン

ドの運輸通信省による報告書（2009年）では、硫黄含有量が最大 0.5%の HFOは、同

1.5%の HFO に比べて 13-29%高くなると予測している。市場潜在性（前述のセクショ

                                                  
107  「ECA先送りを求める多くの声」 

 http://www.sustainableshipping.com/news/i106618/Wider_push_may_be_seen_for_ECA_delay 2011年 12月 6日

アクセス。 

108  Interferry :2015年硫黄制限は「ミッション･インポッシブル」だ 

 http://www.sustainableshipping.com/news/i108533/Interferry_2015_sulphur_limit?is?mission?impossible 2011年 12

月 6日アクセス。フェリー会社では ECA関連の雇用損失を予測 

 http://www.sustainableshipping.com/news/i108644/Ferry_firm_predicts_ECA_related_job/losses 2011年 12月 6日

アクセス。繰り返し ECA硫黄制限の先送りを求める BPO 

http://www.portworld.com/news/i108567/BPO_repeats_call_for_delay_of_ECA_sulphur_limit 2011年 12月 6日アク

セス。  

109  さらに委員会は2020年以降EU間を航行する旅客船燃料の硫黄0.1パーセント制限を定めるための投票を行った。

現在の EU制限は 1.5パーセント。出典： 

 http://www.businessweek.com/news/2012-02-17/tougher-ship-fuel-sulfur-limits-endorsed-by-eu-parliament-panel.ht
ml 
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ン 4.2.2の数値参照）の算出においては、コスト上昇予測を 10-50％とした。 

 

4.2.4 EU業界のポジションと対応技術 

SOx排出については 2 つのソリューションが開発されている。ここでも LNG がそのひ

とつであり、もうひとつは船舶への集塵装置の取り付けである。 

 

LNG 

LNGは硫黄含有量が少ないことから、NOxの場合と同様に SOx排出削減のソリューシ

ョンとなる。 

 

集塵装置 

SOx排出削減の第 2のソリューションは船舶での集塵装置使用である。集塵装置には湿

式と乾式の 2種類が開発されている。集塵装置は（化学）反応を利用して排気ガスから

SOxを除去するしくみで、SOxはシステムによって異なる物質と反応し中和される。こ

の技術はさまざまな陸上の用途に対してすでに実績がある。 

 

集塵装置は主にヨーロッパ企業が製造している。この市場には中小企業と大企業のいず

れも参入しており、ヨーロッパの中小企業としては Hamannと Couple Systems110が代

表的である。これらの中小企業と並び市場でアクティブなプレーヤーとして英国の

Hamworthy、フィンランドの Wärtsilä、デンマークの Aalborg Industries111、そしてノ

ルウェーの Clean Marine といった大企業が並ぶ。現在の市場活動という意味ではヨー

ロッパ企業が集塵装置市場を牽引しているが、世界の別の地域にも多くのメーカーが存

在する。主な中小企業としてはカナダのMarine Exhaust Solutions（MES）112、そして

大企業としては台湾に ACTI、そして米国には DuPontがある。Dupontはヨーロッパに

も多くの支社をもち、集塵装置もヨーロッパ内で開発/または製造されていると考えられ

る。 

 

集塵装置は新船に限らず既存の船舶への取り付けも可能である。ただし後者の場合は十

分な（デッキ上の）スペースを要し、これまでに取り付けられた例は限られている。 

 

4.2.5 結論 

SOx削減技術のマーケットは IMO マルポール条約 附属書 VI に牽引され、新造および

現存船が対象となる。NOxの場合と同様、排出制限は時期を追うごとに厳格化し、最終

的には 2015 年以降、最も厳しいな規則が SECA に対して適用されることになる。EU

                                                  
110  http://www.couple-systems.com/ 

111  http://www.aalborg-industries.com/scrubber/pro_exhaust_gas_scrubber.php 
112 http://www.marineexhaustsolutions.com/products_commercial.asp 
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においてはバルト海、北海/英仏海峡が SECAに指定されている。 

 

要件に適合させるソリューションとしては HFO よりもコストの高い低硫黄燃料を使用

するか、または集塵装置を利用した排気ガスの処理がある。商業的に理想的な選択は船

舶ごとに異なり、また 2つの燃料の価格差に大きく依存する。燃料としての LNGは、

硫黄含有量の少なさと他の低硫黄燃料と比べた価格の低さから有力な候補だろう。 

 

SOx削減技術の市場潜在力は現在のヨーロッパの SECA を基準に考えた場合、2030 年

までに 100億から 310億ユーロと見積もられる。地中海も SECAに加わればさらに 70

億から 180億ユーロの上乗せとなり、3つの SECA合計の市場潜在力は 170億から 490

億ユーロが予想される。（2020年までの）短期で見ると、（すでに SECAを航行する既

存船舶へ取り付ける）改修需要に大きく影響を受ける一方、以降の期間は新造に関する

需要が主となる。2020年（または 2025年）に世界中の燃料の硫黄含有量が 0.5%まで

削減されることが与える影響は、世界中を航行する船舶が SOx排出を大幅に削減しなけ

ればならないことを考慮すると、造船分野にとって極めて大きなものとなるだろう。 

 

技術の向上を阻害する障害は、NOxの場合と同様、システムの安定性への信頼に関係す

る。集塵装置の取り付け実績がまだ非常に少ないこともあり、船主らは保守的な姿勢を

崩さない。また規則は 2015年まで発効しないことから対応を急ぐ意味もないが、発効

日が近づけばこのことが改修能力にとっての負担となる可能性がある。さらに加盟国の

中には要件の施行延期を求める意向を表明したところもあり、規則は不確定性を増して

いる（と受け取られている）。最後に、燃料の価格差が定まらないことも船主の投資決

定に当たってのリスクレベルに影響を与えている。 

 

LNGと集塵装置技術のどちらについても EUのメーカーは必要なシステムを作り上げ、

この分野でも世界「最高峰」と受け止められている。ただし、ヨーロッパ以外にも数多

くの供給業者が存在する。 

 

4.3 トレンド 5：CO2：EEDI、SEEMPおよび IMOで議論されている施策 

 

4.3.1 推進役 

 世界的規制 

2011年 7月、IMOの海洋環境保護委員会はマルポール条約 附属書 VIに基づき CO2に

関する初めての世界的な強制制度であるエネルギー効率設計指標（EEDI）と船舶エネ

ルギー効率管理計画（SEEMP）を採択した。これらの技術的そして運営上の施策に続

き、IMOでは船舶からの温室ガス排出を抑制するべく経済的手法を検討中である。 
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EEDIは新造船に対する相対的 CO2設計基準を定めるもので、求められる削減レベルは

船舶の種類や規模による。削減レベルは船舶設計段階で技術を適応することにより達成

しなくてはならない。第 1フェーズ（2015年以降）の削減レベルは基準値から最大 10%

減で、今後 5 年ごとに厳しくなっていく。現在、EEDIは全種類の船舶や推進システム

に適用されているのではなく、主にばら積み貨物船、ガス運搬船、タンカー、コンテナ

船、一般貨物船、冷蔵運搬船や混載船を対象とする。 

 

船舶エネルギー効率管理計画（SEEMP）は船舶運航のエネルギー効率を向上させる運

営上の対策/マネジメントツールである。2011年 7月、IMOは 2013年 1月 1日より新

規および既存の船舶全てについて SEEMPを強制化することを決定した114。SEEMPの

目的は船舶ごとに見込まれる排出削減策の大まかな把握、船舶のエネルギー効率の監視、

そしてベンチマークおよび/または自発的に設定したエネルギー効率目標を用いた自己

評価を促すことである。すでに IMOで策定済みのエネルギー効率運航指標（EEOI）を

ベンチマークとして使用することができる。SEEMPは運営上そして技術的にも削減策

を刺激するものである。システムが自主目標設定の上で動く以上、排出削減策が大規模

に採用されるか定かではないが、MAERSK115など先陣を切った運営者の成果は上々で、

他社が追随するきっかけとなるかもしれない。 

 

さらに、IMOでは経済的手法（MBM）による CO2排出削減も検討中である。複数の政

府やオブザーバー組織が排出を抑制するためのさまざまな MBMを提案しており、それ

らは以下のグループに分けられる： 

• グローバル排出権取引制度 

• バンカー燃料税から出資する GHG基金 

• 船舶効率クレジット取引制度（SECT） 

• 効率性インセンティブ制度/差別化したバンカー燃料税 

• 統一排出税 

 

4.3.2 市場潜在力の評価 

船舶の CO2削減対策による今後の世界の市場潜在力評価においては、2つの問題点に直

面している： 

• 今後の CO2規制の不確定性（特に経済的手法） 

• 船主らが採用するソリューション 

 

                                                  
114 http://www.dnv.it/binaries/Brief%20SEEMP%200811%20description_tcm173-477943.pdf 

115 http://www.maerskline.com/link/?page=brochure&path=/about_us.environment/reducing_gas_emissions 
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IMO の海洋環境保護委員会はグローバルな最初の強制的 CO2対策としてエネルギー効

率設計指標（EEDI）および船舶エネルギー効率管理計画（SEEMP）を採択したものの、

経済的手法の導入には不確定性が残る。また数多く存在する障害（セクション 4.3.3参

照）の影響もあり、導入される CO2削減ソリューションの種類を判断することも難しい

（新たなMBMが導入された場合には、既存船の改修も含まれうる）。 

 

こうした不確定性の中、EEDI118がもたらしたコスト効率の高い CO2削減技術によるグ

ローバル市場の潜在性のみが定量的に予測することができる。 

 

EEDIがもたらす CO2削減対策によるグローバル市場の潜在性 

斬新な機械的エネルギー効率化技術によって主エンジン出力を削減すること、もしくは

斬新な電気的エネルギー効率化技術により補助エンジン出力を削減することで船舶の

EEDIへの適合を図ることができる。 

こうした技術による市場潜在性は次のように見積もられる： 

1. CO2抑制対策ごとに、世界の船舶の種類/規模に応じたコスト効率を判断する。抑制

対策のコスト効率は、対策によって削減できる CO2量に対する対策実施に必要な正

味コストによって示される。 

2. CO2削減対策は、コスト効率が高い順に EEDI の削減レベル要件が達成されるまで

実施しなければならない。 

3. CO2対策にかかる設備投資額の合計を、EEDIがもたらす市場潜在力と理解する。 

 

EEDI の削減目標を達成するため利用できると考えられる技術的対策、そしてコストデ

ータが入手できるケースについて、全世界を対象に見積もりを行った。検討される技術

の一覧は Box 4.1にまとめた。市場潜在力は、以下に言及する削減対策がコスト効率の

高い順に実施されることを前提に算出されている。 

 

ただし、ここで算出された市場潜在力は目安に過ぎないことを認識することが重要であ

る。さらに、海運セクターがその時点で一般的ではない革新的技術について、実際に達

成される削減の可能性に懐疑的なため採用を渋る可能性もある。そのため海運会社は出

力の低いエンジンを採用して減速航行を行う手段を広く用いることを選択とも考えら

れ、（輸送力の損失を埋められる船舶能力の必要性を高める一方で119）削減装置の市場

潜在性を大きく損なう。 

 

 

                                                  
118  EEDIには強制的な排出削減基準がないことから、SEEMPによる市場潜在性は考慮に入れていない。 

119  スピードが削減されれば航行時間が長くなり、同じ期間に貨物を輸送するのに必要な船舶数が多くなり、船舶需要

が高まる。 
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Box 4.1 検討される CO2削減技術 

• プロペラのアップグレード（のみ） 

• プロペラボスキャップフィン採用 

• 水流の最適化（トランスバーススラスタ開放など） 

• 主エンジンのチューニング 

• コモンレール技術のアップグレード 

• 低エネルギー/低熱照明 

• ポンプやファンのスピード調整 

• 電力管理システム 

• 曳航カイト 

• 風力エンジン（フレットナーローター） 

• ソーラーセル 

• 廃熱回収 

• 潤滑システム 

• 10%または 20%のスピード削減 

 

年間の世界の潜在市場は徐々に拡大し、2015年から 2019年の期間の年間 30億ユーロ

から 2025年から 2030年120の間には年間 100億ユーロが見込まれる。規模の拡大は世

界の船舶数の増加と EEDIによる削減レベルの強化がもたらすものである。 

 

2015年から 2030年の期間におけるコスト効率化対策の市場潜在力総額は 1120億から

1240 億ユーロの間と見られるが、どの技術を採用するか、また成長シナリオ次第で大

きく変わってくる。 

 

表 4.5 EEDI効果による CO2削減対策の世界的市場潜在力 

期間 期間中の合計潜在力 
期間中 

1年あたり平均潜在力 

2015-2019 14-16 3

2020-2024 42-46 9

2025-2030 56-62 10

2015-2060累計 112-124

 

4.3.3 主な障害 

市場潜在力は技術的対策を（限界削減費用曲線または MACC により）コスト効率順に

                                                  
120  CO2削減対策の潜在力が世界の造船価額と比較して短期でおよそ 1%、2025年以後は最大およそ 3%に相当するこ

とを示している。 
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ランク付けして評価されている。 

 

IMOは GHG排出を削減する強制的措置（EEDI、SEEMP）を採択し、それによって 2013

年以降全ての新船は EEDIと SEEMPが必要となった。また EEDIの限界値は今後厳格

化される。一方で規則は国が最大 5年間の猶予を与えることを認めている。経済的手法

の導入についてはまだ協議中である。 

 

技術の開発と向上に関するその他の障害は、トレンド 1に示したものとほぼ同じである

（セクション 3.1.3参照）。 

 

4.3.4 EU業界のポジションと対応技術 

EEDI などをきっかけに、CO2削減対策としてさまざまな技術的オプションが開発され

ている。3つの主要なオプションは以下の通り： 

• エンジンの燃料消費率（SFOC）の削減（エンジンのエネルギー効率を改善するな

どによる） 

• 炭素含有量の少ない燃料の使用 

• エンジン出力の削減（風力または太陽光電力使用を増やす、船体効率の改善、省エ

ネルギー装置の設置などによる） 

 

これらのオプションは燃料効率を高めるために利用できる対応技術とほぼ重なる（セク

ション 3.1 参照）。またこれらの技術を開発、製造する業界内のプレーヤーの顔ぶれも

似通う。セクション 3.1.4で述べた通り、造船という観点からみたヨーロッパのポジシ

ョンは良い。例えば、EEDI 要件を満たすために貢献する技術の多くについては、ヨー

ロッパのメーカーが市場で優位な立場にある。 

 

4.3.5 結論 

2011年 7月、IMOは 2013年以降に建造される新船に対する基準を定めた EEDIを採択

し、その中で今後にわたる、より高いエネルギー効率を求めている。さらに SEEMPも

導入され、現在 IMO 内では MBM について協議が進められている。EU レベルでは

CO2MBMに前向きである。 

 

CO2削減対策による市場潜在力の評価においては、以下のような判断がなされている： 

1. 一定の船舶タイプに関しては、CO2抑制対策のコスト効率性は知られている。 

2. コスト効率の高い順に、EEDI で求められるレベルを達成できるまで船舶への対策

が実施される。 

3. 世界中の船舶に対する投資額合計は、すなわち市場潜在力を表すものである。 
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この方針を適用した場合、2015年から 2030年までの期間の市場潜在力の総額はおよそ

1120億から 1240億ユーロ、または 2015年の年間 30億ユーロから 2030年までに年間

100億ユーロに達すると見られる。この伸びは世界的な船舶数の拡大と EEDIによる削

減レベルの強化がもたらすものである。 

 

この潜在力はトレンド 1の目標であった燃料効率の向上にも寄与しており、対応する技

術もほぼ同じである。 

技術の開発と向上に関するその他の障害は、トレンド 1に示したものとほぼ同じである

（セクション 3.1.3参照）。 

 

規制要件に適合するための技術ソリューションは、燃料効率を高めるために利用できる

対応技術とほぼ重なる（セクション 3.1 参照）。またこれらの技術を開発、製造する業

界のプレーヤーの顔ぶれも似通う。セクション 3.1.4で述べた通り、造船の観点からみ

たヨーロッパのポジションは良い。 

 

4.4 トレンド 6：バラスト水と沈殿物の処理 

 

4.4.1 推進役 

バラスト水は海において船舶を安定させる役割を果たす。ある水域でタンクに海水を注

水し、そして別の水域で排水されることからバラスト水は侵入生物種の原因となる可能

性があり、健康への悪影響や生物多様性の喪失などにつながりかねない。 

 

2004 年、IMO はバラスト水および沈殿物の管制および管理のための国際条約を採択し

た。この条約では全ての船舶にバラスト水および沈殿物の管理計画を導入するよう求め

ている。全ての船舶はバラスト水記録簿を備え、定められた基準121に従いバラスト水の

管理手順を実行することが義務付けられた。 

 

同条約は批准国数については発効条件は満たしたが、批准国の船腹量割合は未だ発効条

件を満たしていない。 

 

4.4.2 市場潜在力の評価 

Frost and Sullivan123（2010）の見積りによると、2020年までにバラスト水の管理シス

テムを備える必要がある（新規および既存の）船舶は 57,000 隻を超える124。設備投資

                                                  
121  IMO 2011 
123  Frost & Sullivan, 2010, Global Ballast Water Treatment Systems Market 

124 この数は現在 IMOに登録されている船舶のおよそ半数で、経済的耐用年数が近い船舶は投資を回避するため操業か

ら外される可能性があるため、見積りではシステムを取り付ける船の割合は年々減少することを前提としている。 
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額は小規模なシステム（200-250 ㎥/h）で$175,000 から$490,000、一方 2,000 ㎥/h 能

力の大規模なものでは$650,000 から$3,000,000 と見積もっている。全体で 2013 年か

ら 2016年までの間は毎年およそ 30億米ドル、2017年から 2020年の期間では毎年 50

億米ドルの市場拡大を見込む。規則が現状のまま導入されることを前提に、累計でおよ

そ 320億米ドル、あるいは 250億ユーロに及ぶ。 

 

Lloyds Registerは Frost and Sullivanよりも低い資本支出額を発表しており、小規模装

置の価格は 281,000米ドル、大規模で 863,000米ドル（LR、2010）125と見る。この数

字で考えた場合、市場潜在力はいくらか低くなる。 

 

4.4.3 主な障害 

 

バラスト水管理技術に対する需要の高まりを阻む障害 

BWM システムの需要の高まりを阻む主な障害は規制の不確定性である。先に述べた通

り、批准に必要な国家数は満たしたものの、トン数の基準がまだ達成されていない。ほ

とんどの関係者が近々の発効を予想しているが、発効の確実性が増すまでは、多くの船

主はバラスト水管理システムへの出資をためらうだろう。船主の立場からすれば当然の

ことで、規則が発効するまで投資に対する利益はあくまで形式的に過ぎない。しかし同

時にセクター全体が規則発効の直前に投資を行ったならば、世界中の製造能力、そして

造船所の能力は市場機会から十分な利益を上げるためには不十分となる。さらに試験手

順の不確定性も懸念されている。 

 

4.4.4 EU業界のポジションと対応技術 

IMOバラスト水条約の批准と発効に従い、船舶は給水または排水時に有機体やバクテリ

アを殺すバラスト水処理システムを船上に設置することが義務付けられる。さまざまな

システムが開発されているが、その多くはシステムに機械的な方法と化学的な方法を組

み合わせたものである。 

バラスト水処理システムは至る地域で開発されている。ヨーロッパではオランダの

GreenshipやスウェーデンのMetaFil ASなど、この分野で活発な中小企業も数社ある。

またより規模の大きいヨーロッパ企業も活発で、Wallenius と提携するスウェーデンの

Alfa Laval127、英国の Hamworthy、ドイツの Degussa128、そして英国の RWO129などが

ある。 

 

                                                  
125 Lloyds Register, 2010, Ballast water treatment technology: Current status,2月、ロンドン  

127  http://www.alfalaval.com/ 

128  http://www.degussa-hpp.com 
129 http://www.rwo-marine.com/contact/ 
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4.4.5 結論 

2004年に IMOはバラスト水および沈殿物の管制および管理のための国際条約を採択し

たものの、条約はまだ発効しておらず、あと数カ国の主要船主国の批准を待っている状

態である。発効すれば、新規および既存の船舶はバラスト水管理システムの使用などの

条件を遵守しなければならない。世界中の船舶数を考慮して、合計潜在力は 2013年か

ら 2020年の期間についておよそ 250億ユーロと推定される。 

 

この需要の高まりを阻む障害は、発効時期など主に規制の不確定性に関係する。船主は

投資判断を下す前にこの点が明確化されることを待つ傾向にある。 

 

供給側については、ある程度の数のシステムがすでに承認を受けているが、船主が揃っ

て期限の直前まで待ってから発注することになれば業界の設置能力に懸念が生じる。 

 

5 その他の推進役 

 

第 3のカテゴリーであるその他の推進役は、新たなマーケットを創造し新しいビジネス

チャンスを生む気候変動に関係する推進役を取り上げる。ここで述べる 2つのトレンド

は洋上風力発電所建設を推進するエネルギー政策、そしてそれ自体はグリーンな推進役

ではないが、気候変動によって生み出された北極圏における石油、ガス採掘、そして海

運のチャンスである。 

• トレンド 7：洋上再生可能エネルギー 

• トレンド 8 ：北極地域 

 

5.1 トレンド 7：洋上再生可能エネルギー 

 

5.1.1 推進役 

新たなエネルギー供給源に対する需要は気候変動に立ち向かう施策及び目標の 2 つだ

けでなく、エネルギー供給の保障といった要因によっても引き起こされる。これにより、

再生可能な洋上エネルギーの開発と導入を促進する新たな施策や規制がもたらされて

いる。 

 

ヨーロッパにおいてはヨーロッパ再生可能エネルギー指令（2009/28/EC）が海運以外で

造船セクターに対する潜在的インパクトをもち明確な推進役を果たす規制であり、2020

年までに EU加盟各国が達成しなければならない再生可能エネルギーの総最終消費エネ

ルギー量に占めるミニマムシェアに関する国ごとの義務目標を定めている。この目標を
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達成するため、指令では加盟国に再生可能エネルギー利用を促進し、エネルギーの効率

化や省エネルギーを推奨する適切かつ必要な（補助的）対策を講じるよう義務付けてい

る。2020年において、風力エネルギーは発電される再生可能エネルギーの 80%を超え

る主要電源となり、そのうち 25%は洋上風力タービンで発電されると期待されている133。

その他の洋上エネルギーとしては潮や波を利用したエネルギーや、OTEC（海洋温度差

発電）といった技術があるが、これら 3つはまだ開発段階にあり今後 10年間に大規模

な開発は期待できない。134 

 

ヨーロッパ海域には 2009年までにおよそ 2.9GWの洋上風力発電が設置され、2010年

にはさらに 1.8GWの建設が進められた。また 18.8GWが各国政府の承認を受けて近年

中に建設予定となっている。ウィンドパークを建設している主要な国としては英国、ド

イツそしてデンマークがある。オランダ、スウェーデン、アイルランドでも大規模なウ

ィンドパークの建設が承認され、近いうちの着工を見込む。ヨーロッパ環境機関ではヨ

ーロッパの潜在的競争力は 2020 年には 2,800TWh、さらに 2030 年には 3,500TWh ま

で達すると予測する135。設備容量は、EWEA（2010）によれば 2020 年までにおよそ

40GW が洋上に設置され、2030 年までに 150GW が見込まれる136。その頃までにはヨ

ーロッパの風力エネルギーの 78%が洋上発電でまかなわれることになる。 

 

他にも世界各国で洋上風力エネルギーに対する大型の投資が進められている。 

 

5.1.2 市場潜在力の評価 

洋上ウィンドパークが増えることで、造船セクターには特別仕様の船舶のほか、風力タ

ービンのプラットフォームや基礎の需要による市場機会が生まれる。また従来よりも陸

地から離れる傾向があることから、新たな技術ソリューションを通じた R&D やイノベ

ーションが求められている。 

 

Box 5.1 陸地から遠ざかるウィンドファーム 

2010 年に建設されたウィンドファーム建設地の平均水深は 17.4m で 2009 年に比べて

5.2m深く、また現在建設中のプロジェクト平均は 25.5mとなっている。陸からの平均

距離は 2010年に 12.7kmから 27.1kmまで延びたが、それでも現在建設中のプロジェク

トの平均 35.7kmよりはるかに陸に近い。 

出典：EWEA 2011、2010年ヨーロッパ洋上風力産業主要トレンドおよび統計 

 

                                                  
133  EWEA (2011)、Pure Power 2020年から 2030年までの風力電力目標 

134  Ecorys (2012)、Blue growth第 3次中間報告書 

135  CESA年次報告書 2010-2011 (2011) 

136  ヨーロッパの洋上風力産業-主要トレンドと統計：2010年上期。EWEA 2010年 8月 
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市場潜在力の分析においては、ヨーロッパの開発計画は造船セクターにとって関連市場

になると見込む。ヨーロッパ内で勢いを増す拡大傾向は新たな船舶の開発につながると

期待されている。サービス分野では、これまで石油、ガス業界で活動してきた業者が新

船ではなく改修した船舶を利用して洋上サービスを提供している。しかし、洋上風力開

発が進みタービンサイズの高さや直径が大きくなって、水深がこれまでより深い場所に

建築されるようになるにつれ、設置作業、操作ともに複雑化し使用する船舶に対する技

術的要件も高まっている。 

 

新船については、風力エネルギー導入に関する施策が遅れている（北海域の現況からも

明らかである）こともあり、はっきりした市場の需要を見積もることは困難である。し

かしながらウィンドパークごとに使用される船舶数から種類別の率を割り出し、すでに

利用可能な船舶数を考慮に入れた大まかな予測は可能である。これらの見積りは最近の

KPMG報告書137を元に行った。 

 

KPMGはヨーロッパにおける洋上風力発電用船舶や構造体の市場潜在性、すなわち予想

される洋上ウィンドパーク数、その規模、陸までの距離、そして水深の伸びに伴う需要

の予測を行っている。推定能力はヨーロッパ全体で 2020年までに予定されるさまざま

なイニシアティブの建設計画をベースにして算出している。つまり、現在各地で直面し

ている遅延によって市場潜在力は弱まる（または延期される）ことを意味する。一方、

現在すでにある船舶全てがヨーロッパのウィンドパーク建設に利用可能であることを

前提としており、各地で計画されているウィンドパーク建設のために建造する必要があ

る船舶数は考慮されていない。従って、下の表 5.1に示した数値は控えめな見積りと考

えることができる。 

 

最も多く用いられる船舶の種類とタービンユニットに関する市場潜在力を下にまとめ

た。（建設/設置作業用とフィールド作業用の両方の）船舶と、構造体そのもの（基礎や

ジャケット、プラットフォーム、部品）の生産とで分類した。後者は造船所で製作する

ことができるが、さまざまな工程があり全ての造船所がそれに相応しい設備や生産技術

がある訳ではない。例えば造船所内で構造物を建設することが技術的に適している（ク

レーンや建設スペース、製造施設の規模など）必要がある。また連続生産を受け入れ、

構造体をより安く作るためのコスト構造変更も必要で、その能力を示す十分に示さなけ

ればならない138。 

 

 

                                                  
137  KPMG (2011) 

138 出典：KPMG (2011) 
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表 5.1 ヨーロッパ需要をベースにした 2020 年までの洋上風力発電船舶の市場潜在力

（単位：10億ユーロ） 

船舶のタイプ 追加ユニット数 ユニット平均単価 

（百万ユーロ） 

市場潜在力 

（10億ユーロ）

発電設備設置船139 11 150 1.65

敷設船 15 55 0.8

サポート船 

（メンテナンス＆クルー宿泊施設）

37 20 0.74

クルー移動船 117 7.5 0.90

修理船 49 45 2.20

基礎（ジャケット）140 2,067 4.4 9.10

プラットフォーム 120 20 2.4

部品（各種）141  0.50

合計  18.59

出典：KPMG (2011) に基づく Ecorys 

 

全体としての潜在力はおよそ 190億ユーロに達する。期間を 10年とすれば、1年につ

きおよそ 20億ユーロとなる。 

 

5.1.3 主な障害 

洋上ウィンドパークの設置と維持に必要な技術開発に対する障害 

世界的に見た場合、洋上ウィンドパーク建設に必要な技術の開発に関する障害は特に見

あたらない。むしろ、技術はすでに確立されている。ヨーロッパについて言えば、主な

障害は技術開発にではなく技術の向上にあり、正当な試験を経ずに利用されているシス

テムが存在する問題に直面している142。また部品や構造体の製作に関しては、ウィンド

パーク建設と造船とでは作業が大きく異なることから造船所によっては必要なインフ

ラや技術を備えていない可能性がある。 

 

洋上ウィンドパークを設置および維持する技術の向上における障害 

サポート船に関しては、作業に加わる数自体が比較的限られていることから技術の向上

はあまり望めない。しかし風力タービンや基礎に関しては技術の向上が不可欠だ。重要

な要素は立地であり（洋上開発現場に隣接した建設）、複数のパークを近接して建設す

                                                  
139 現在世界にある設置船の数：26隻 

140  ヨーロッパの全ウィンドパークが基礎にジャケットを使用すると仮定。 

141 ブレード、ゴンドラやトランジションピースなどの幅広い部品が洋上ウィンドパークの建設に必要とされるだけで

なく、使用される船舶の修理や維持のためにも部品は使われる。造船所はそういった部品を組み込む作業を担うこ

とができる。ヨーロッパ海域で作業を行うことに伴い修理需要も生じる。 

142  EWEA, ヨーロッパの洋上風力産業 2011年-2012年トレンドと統計 
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ることでスケールアドバンテージが生まれる（以下のセクション 5.1.4参照）。しかし現

実的にはパークは段階的に建設されるため、このことは製造能力を向上させる際の障害

とは見られていない。洋上の風力装置を陸上の施設と接続するために必要な高電圧海中

ケーブルの不足は考えられる。ただ、これまでこの種のケーブル製造はヨーロッパの数

社に限られていたが、現在では多くが市場参入しているため不足は最小限のものとなる

だろう143。 

 

ヨーロッパの造船所はこの市場において概して比較的優位なポジションにあるが、全て

のサブセグメントについて同じではない。特に設置船は造船実績が限られ、ヨーロッパ

業界にとっては市場潜在力の恩恵を受ける上での障害となりえる。Sietasによる初めて

の船の完成はこのマーケットへの参入の第一歩とみなされ、以後同様の受注を獲得する

ことにつながった。その後発注のあった 11隻の設置船のうち 3隻はヨーロッパ企業が

受注している。洋上風力設備のその他の分野（敷設船、補助船、ジャケット、プラット

フォーム）についてはヨーロッパには実績があるため同様の懸念はない。 

 

洋上風力パークを設置および維持する技術の需要高まりを阻む障害 

洋上風力セクターには成長のペースを落としかねないいくつかの障害が存在している。

主なものは規制と予算の不確定性である。多くの政府が洋上風力ファームの建設を計画

しているものの、電力開発業者や造船業者には政府が投資を遅らせたり中止したりする

のではないかとの懸念がある。各国ともに予算削減を余儀なくされており、洋上風力発

電は政府の予算なしでは商業的に完全に採算が合うとは言えない。そのため、2020 年

までに実現する風力パークは計画された数を下回ることになるだろう。 

 

確実性が欠如していることで資金調達にも問題が生じる。銀行の多くは新規の（複雑で

非常に特化された）船舶建造への資金融資に消極的である。建設中のみならず完成時の

エンドファイナンスにも影響を及ぼす。 

 

洋上風力開発における、より全般的な障害としては価格レベルと化石燃料相場が変動し

やすいことが挙げられる。風力エネルギーは化石燃料による電力に代わるものであるた

め、燃料費が高騰すれば風力エネルギーは魅力的な代替エネルギー源となり、金融上の

実現可能性も高まる。一方化石燃料の価格が下落すれば、逆の状況になる。そうした事

から価格の不確定性は高い投資コストと相まって投資家/投資銀行業者/開発者にウィン

ドファーム着工を躊躇させる理由となっている。そしてそれが間接的に新造船の需要に

も影響を及ぼしている。 

  

                                                  
143 EWEA, ヨーロッパの洋上風力産業 2011年-2012年トレンドと統計 
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洋上での空間計画も障害となる場合がある。海ではさまざまな利害が交錯し、それぞれ

が利権を主張しあう。海運、漁業、砂の採掘、ケーブルやパイプ、保護区であるナチュ

ラ 2000もその一例だ。それらのいずれも譲らず、紛争につながることもある。計画に

あたって明確なルールが存在しない場合、準最適な状況とならなければ意思決定が遅れ

ることになる。欧州委員会の海洋空間計画方針144は、この障害を減らす努力の一環とし

て策定された。 

 

沖合のパワーグリッドの利用可能性も特定の障害となりうる。洋上風力エネルギーへ電

力グリッドを接続するには多大な投資が必要である。電力グリッド開発が組織的に行わ

れない場合、投資リスクの判断においてはシステム全体でなく個別のプロジェクトに対

するものとなるため、最善の評価は見込めない。北海諸国は協調的アプローチのための

フレームワークを洋上電力網構想の形で確立させている。 

 

5.1.4 EU業界のポジションと対応技術 

洋上ウィンドパークの建設と操業に必要な技術には設置船、敷設船やその他のサポート

船を含むさまざまなコンセプトが混ざり合う。さらに基礎、プラットフォーム、部品の

ための機材やタービンユニットを組み立てるサービスも必要となる。これら個々の技術

はすでに開発されているが、次第に深く陸から離れた場所へ設置される、規模を増した

タービンのためには継続的な技術開発を要するため、NOxや SOxの場合のように単純に

グループ化することはできない。 

 

設置船 

クレーンを装備した設置船は風力タービンのあらゆるパーツを設置することができる。

洋上風力産業に特化して設計された設置船は世界中にわずか数隻しかない。2010 年の

データによれば、世界中で特別仕様の船舶が 11隻操業中で 15隻が建造中とある。それ

らの新しい船は 2015年に市場へ出される145。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
144 COM (2010)0771、EU海洋空間計画方針-成果と今後の開発 

145 KPMG (2011)  
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図表 5.1 設置船の例 

 

出典：http://www.bowind.co.uk/popup27.htm 

 

特殊設置船と並び、元々は石油、ガス産業のために設計され使用されていた船舶も洋上

ウィンドパーク用の設置船として使用されている。それらは機能的にはウィンドパーク

建設に使用できるものの大き過ぎるために費用もかさみ、チャーター費は特殊船舶に比

べると高くなる146。 

 

2011 年 4 月に発注されている設置船のほとんどは中国、韓国またはドバイで建造され

る147。しかし、同時期に 3隻の設置船がヨーロッパの造船所へも発注されており、ドイ

ツの造船所 Sietas も受注した148149。ヨーロッパの造船所の実績が十分でないことはオ

ペレーター、銀行のどちらにとっても不安材料となっている。主にアジアで建造されて

はいるものの、設置船のほとんどはWärtsilä Ship Design、GustoMSCや Knut E. Hansen

といったヨーロッパの設計事務所が設計している。 

 

石油、ガス業界でも多くの設置船がヨーロッパ以外で建造されている。この分野で好調

な造船所はDSMEやCOSCOだが、ここでもやはり設計は主にヨーロッパ企業が担う。

GustoMSCや Ulstein Sea of Solutionsなどが石油、ガス業界で使用される設置船の設計

を行っている150。 

 

                                                  
146  KPMG (2011)  

147  中国では、COSCO Nantong Shipyard Co. Ltdが現在設置船を建造中。韓国では Daewoo Shipbuilding & Marine 

Engineering Co. Ltdと Samsung Heavy Industries Co. Ltdが建造中。ドバイは Drydocks Worldと Lamprell plcが

それぞれ設置船の建造中。 

148  KPMG (2011)  

149  2011年 11月、Sietasは破産を申請している。 

150  http;//www.iro-noc.nl/industry.php 
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ケーブル敷設船 

ウィンドパークの内と外では操業する敷設船が区別されている。後者は前者よりも大型

の船舶を使用する。大型敷設船は 8,000dwt まで、あるいはそれ以上の規模がある。小

型の敷設船は最大で 4,000dwt程度である。 

 

世界中でこれまでに 92 隻がケーブル敷設に特化した船として建造されている。これら

の特殊船舶とともに 18 隻が敷設船として転用することができる（フレキシブル用途戦

略による。セクション 2.5 の浚渫船に関する記載を参照）。合計で 110 隻がウィンドパ

ーク建設に使用でき、うち 26隻はヨーロッパ以外で操業することはない151。 

 

敷設船について重要な問題となるのは経年数である。とりわけ小型の敷設船（最大

4,000dwt）は極めて古い。多くは 1975 年から 1990 年の間に建造されており旧式と考

えられている。それらの船は適切な装備や技術を備えていないためウィンドパークの敷

設船としての役割を十分に果たすことができない152。 

 

ヨーロッパで計画されている全てのウィンドパークを建設するにはおよそ 15 隻の新し

い敷設船が必要である。 

もし同時期に（アジア、米国など）ヨーロッパ以外でウィンドパークが建設されること

があれば、小型敷設船に対する需要は一層増す。しかし大型敷設船が追加建造されるの

か、別の船舶が敷設船へ転用されるのか、または新たな敷設方法が開発されるか、いず

れも不透明である。 

 

業界関係者によれば、ヨーロッパの造船所は新規の敷設船建造については優位なポジシ

ョンにあるという。オランダの IHC Merwedeやノルウェーの Drammen Yardなど、ヨ

ーロッパのいくつかの造船所は敷設船建造に十分な実績がある。現在ある敷設船の多く

はヨーロッパで建造されているが、しかし新規の発注はアジアの造船所へも行われてい

る。 

 

サポート船 

このグループには建設期間中の任務や、メンテナンス、修理サービスを含むオペレーシ

ョン上の任務（前出の表 5.1参照）に必要な各種の船舶が含まれる。使用される船舶は

非常に特化されており、特にメンテナンス分野（メンテナンス、クルー宿泊船、クルー

移動船（CTV）や修理船）ではヨーロッパの造船所がほとんどを手がける。また関係者

はこのマーケットではヨーロッパが現在強いポジションにあり、ウィンドパークに対す

                                                  
151  KPMG (2011) 
152  KPMG (2011) 
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る需要が高まれば、それらの専門的船舶に対する需要も高まると考えている。 

 

メンテナンス＆クルー宿泊用の船舶は、クルーメンバーの宿泊施設であり、陸地から遠

く離れたウィンドパークで使用されている。陸地から 60km以内のパークではクルー宿

泊船は使用せず、それより遠いパークでは毎日のクルー移動が時間を消費することから

宿泊船を利用する。2020 年までに計画されているヨーロッパ内の全ウィンドパークを

建設し維持するためにはおよそ 37隻のメンテナンス＆クルー宿泊船が必要となる155。 

 

クルー移動船はクルーメンバーを陸からウィンドパークへ輸送するために使用すると

同時に軽い機材や消耗品も運ぶ。特にウィンドパークが陸地から遠く離れている場合、

CTVはクルーメンバーと資材の両方を担う。KPMGの試算によれば、2020年までの間

に 117隻の CTVが必要になる。 

 

最後に、修理船も必要である。ナセル（風力タービンの覆い）や回転翼の翼などの部品

補給を行い、2020年までにヨーロッパではおよそ 49隻が必要となる。アジアや米国で

もウィンドパークが建設されることになればさらに多くの需要を生み、ヨーロッパの造

船所の市場潜在力も増す。 

 

基礎（ジャケット） 

ウィンドパーク建設に使われる基礎にはいくつかの種類があり、パークの立地により選

択される。ウィンドパークが水深 20 メートルまでの場所であればモノパイル式、より

深い場所ならば主にジャケットに建設される。モノパイル式は比較的簡単で、ヨーロッ

パはモノパイル構造体の建設に強力なポジションを維持しているが、アジアの国々でも

技術開発が進む。中国も始めてモノパイル式の建設を行ったが、品質はあまり高くない

との報告がある。モノパイルは長距離の輸送が容易であることから、競合の少ないジャ

ケットなどの部品と異なりヨーロッパとアジア間の競争は激しくなることが予想され

る156。業界関係者の多くは、この分野はヨーロッパの造船所にとってあまりチャンスに

ならないとみる。 

 

ジャケットは水深 55 メートルまでのパークに用いられる。ジャケットは大規模な基礎

で、製作には大きなスペースが必要になる。そのため長距離輸送は費用がかかることか

ら、ジャケットは使用される場所の近くで製作されることが望ましい。従って、アジア

で製作されたジャケットがヨーロッパで使われること、あるいはその逆はまずない。ヨ

ーロッパの造船所は洋上ウィンドジャケット製作の実績がある。ベルギーのアントワー

                                                  
155  KPMG (2011) 
156  KPMG (2011) 
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プ近郊に建設された洋上ウィンドファーム Thonton Bank 2に使用されたジャケットは

その一例である157。また現在石油、ガス産業向けのジャケットを製作している企業も業

務拡大のために洋上ウィンドファーム向けのジャケット製作に参入することも予想さ

れる158。造船所にもジャケットに関わる製作業務を受注できる可能性がある。 

 

ただし、競争の激化も予想される。ウィンドパークへの需要が高まるにつれ、パークは

どんどん水深の深い場所へ設置されるようになることから、ジャケットに対する需要も

高まる。この新たなマーケットへの参入を狙う企業は、その技術を要す石油、ガスプラ

ットフォームメーカーを含め多数ある。 

 

プラットフォーム 

プラットフォームはジャケット同様、建設現場の近くで製作しなければならない。プラ

ットフォームもサイズが大きく輸送が困難であることから、ヨーロッパのウィンドパー

ク向けの製作は同じく近隣の国々で行われることとなり、アジア勢との競合が限られる。

また、東欧の造船所はプラットフォーム製作の技術が不十分なため、西欧と東欧の競争

も限定的であるといえる159。 

 

石油、ガス産業向けのプラットフォーム製作から得られる経験は多い。例を挙げれば英

国の Hadrian 造船所はプラットフォーム製作の経験が豊富である160。スペインの

Dragados Offshore161もプラットフォームを手がけている。ベルギーの Scaldis Salvage 

Marine162はプラットフォームの設置経験が豊かである。 

 

洋上石油、ガス施設サポート船の役割 

石油、ガス用のプラットフォーム設置船から転用した船は大き過ぎてコストもかさむも

のの、この産業からは他のタイプの船が利用できる。オフショア船建造の主要造船所は

STX Europe（ノルウェーに艤装工場、ルーマニアに船体建造工場）、ベルゲングループ

（ノルウェー）、そして Keppel Offshore & Marine（アジア拠点だが、ヨーロッパにも設

備をもつ）である。この分野には小規模企業も少なくなく、一部にやや専門化した企業

もあるが（例えば、オランダの IHCは浚渫船から敷設船などの関連分野へ進出）他は一

般的な形で参入している。 

 

上述のことから、ヨーロッパのメーカーはこの分野でよいポジションにあり、最低限で

                                                  
157  http://offshorenieuws.nl/2011/10/10/foundation-installation-at-thornton-bank-2-completed/ 

158  KPMG (2011) 
159  KPMG (2011) 
160 http://www.ft.com/cms/s/0/e228954c-3eac-11e0-834e-00144feabdc0.html#axzz1iO258NOq 

161  http://www.dragadosoffshore.com/presentacion_historia.asp 
162  http://www.scaldis-smc.com/oilgas.htm 

－ 94 －



98 

 

も需要の一定量を受注できると結論付けられる。 

 

洋上ウィンドパーク建設特有の問題点は過酷な気象条件による工期遅延の可能性であ

る。遅延がもたらす最大の影響は船舶の用船料によるコスト増である。その追加コスト

が原因で洋上風力プロジェクトの魅力は低下してしまう。洋上の工期遅延を最小限にと

どめるためにはタービンの製作をできるだけ多く陸上で済ませるべきで、そのために多

くの努力がなされている。 

 

5.1.5 結論 

政策面では、ヨーロッパのエネルギーミックスに占める再生可能エネルギーの割合を高

めることが熱望されており、そのことがエネルギーの安全保障と相まって洋上ウィンド

パーク開発への関心を高めている。2020 年までに洋上風力はヨーロッパで発電される

再生可能エネルギーのおよそ 40%をカバーすると予測されている。現在設置されている

およそ 5GWの発電能力は 2020年には 40GW、さらに 2030年には 150GWに達する見

込みである。それと同時に洋上パークは陸からいっそう離れた水深の深い場所に建設さ

れ、規模の大きさや設置の複雑さが増すことから、専門化された設置技術や特殊船舶へ

の需要は高まると見られる。 

 

こうした要因による市場潜在力を、計画中のパークの建設と操業に必要な船舶数から試

算した。試算には設置船、敷設船、サポート船（メンテナンス、クルー宿泊やクルー輸

送）、修理船、そして基礎、プラットフォームやその他部品の製作を含む。全体として

市場潜在力は今後 10年間にヨーロッパで計画されているウィンドパークだけで 190億

ユーロ、1 年あたりおよそ 20 億ユーロに達すると見られる。アジアや北米でも計画が

進行中であり、数字はさらに伸びると考えられる。 

 

この市場潜在性に対する障害は： 

• 規制や予算の不確定性：EUのエネルギー方針は明確な目標を設定済みである一方、

加盟国レベルでは経済危機後にあって予算削減を迫られていることから消極的な姿

勢で決断を先延ばししている。 

• その結果、プロジェクトの安全性が明確でない限り銀行が融資を渋り、投資家や造

船所は資金面で問題に直面している。 

• 洋上風力発電における資金上の実現可能性は、化石燃料の価格レベル（および変動

性）による。一般的な予想としては石油価格がさらに上昇していくと思われるが、

短期的な変動によっても投資家の回収期間は変動するため意思決定を鈍化させてい

る。 

• 複数の当事者によって洋上の利用が過密化すれば、海洋空間計画において対立が生
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じることも今後考えられる。明確な計画ルールの開発が障害となる対立の減少に貢

献するだろう。 

• ウィンドファームの開発が徐々に沖合へ進み、より大規模な構造を使用するように

なるにつれて、さまざまな（より過酷な）環境での作業実績や効率的制作方法の開

発など技術的課題が生じる。 

 

EU 造船産業は概ね良いポジションにあるが、要素ごとの市場潜在力には差が見受けら

れる。設置船の分野では現在までの建造実績が全体として少なく、また参入しているヨ

ーロッパ企業も少ない。アジアの造船所が建造を手がけているケースに関してもヨーロ

ッパの設計事務所は活発に動いている。一方、敷設船の数ははるかに多く、種類も長年

にわたり存在し他のセクター（電力網、通信）でも採用されてきた。大きな特徴は、他

のプロジェクトの用途に変更もできるフレキシビリティにある。実績あるヨーロッパの

造船所は数箇所あり、中には洋上石油、ガス施設の経験をもつところもある。サポート

船としてはメンテナンス船、クルー宿泊船、そしてクルー輸送船などさまざまな種類の

船舶がある。ヨーロッパの造船所は潜在市場の大きなシェアを獲得できる見込みである。 

 

基礎、プラットフォーム、そしてその他部品の製作は状況の異なる分野である。とりわ

けサイズの大きなプラットフォームの場合、設備の設置現場から離れた場所で製作すれ

ば輸送コストが高くなり過ぎるため立地が重要な要素となる。そのことから、洋上ウィ

ンドパークに近いヨーロッパの造船所が優位とみられる。 

 

5.2 トレンド 8：北極地域 

 

5.2.1 推進役 

気候変動はさまざまな物理的影響を招き、その結果、造船産業に新たなビジネス分野を

生む。具体的には北極圏で予想される変化が挙げられる。ここでは 2つの分野を取り上

げる： 

• ヨーロッパ－アジア間を結ぶ北極横断航路の開設 

• 海底に埋蔵されている石油、ガスやその他の鉱物資源の利用増加 

 

北極海の氷が溶けることによって、特にロシア北部の北極海航路、そしてカナダ北部の

北西航路など北極海のルートがこれまでよりも利用しやすくなる。北極海航路は現在年

間およそ 20～30日間利用でき、それが 100年以内には年間 120日程度まで伸びると予

想されている。2100 年までには氷への耐性を強化した貨物船がこの航路をエスコート

船なしで年間 170日運航できるようになるだろう164。しかし氷が実際にどの程度のペー

                                                  
164  Claes Lykke Ragner (2008) 
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スで溶けるかは不透明であることが開発や北極海で航行可能な船舶の建造を遅らせ、今

後 10年間の市場潜在力を限定的にしている。 

 

現在、北極海航路はロシアの排他的経済水域（EEZ）を横断することから、航行する際

には同国政府に対して砕氷船支援料金を、たとえ支援を要しない場合でも支払わなけれ

ばならない。支払いを避けるためロシアの EEZ を回避することは、航路にあたる北極

海が凍っていることから長い間技術的に不可能であり、仮に溶けたとしても大西洋‐太

平洋航路から北極海へ貿易をシフトすることに対する商業的反応は未知数である165。 

 

需要は石油、ガス産業からもある。北極海地域では 147か所の石油、ガス田が特定され

ている166。それらのうち合計 25 か所が現在操業中で、あと 13 か所が数年以内に始動

する予定である。そのほかにも 101か所が開発可能なエリアと見られるが、具体的な計

画はまだない。それらの操業開始にはコストが高いなど困難があることから、2020 年

以前に開発されることはないと予想されている167。北極海地域で石油、ガス田の探査活

動を行おうとしている国々は、ロシア、米国、カナダ、ノルウェーとグリーンランドで

ある。 

 

この推進役がもたらす造船需要は主に砕氷船で、輸送ルートや北極海の石油、ガス採掘

現場へのルートを開くために使用される。この最後のカテゴリーにはハイテクアイスク

ラス船舶と呼ばれる船舶も必要である。その仕様は、石油だけ、またはガスだけである

のか、あるいは水深、水圧など石油、ガス田ごとの特徴によって異なる。 

 

5.2.2 市場潜在性の評価 

砕氷船のマーケットは数の上では比較的小規模である。しかし砕氷船は一般的価格帯と

して 1億 5000万から 7億ユーロ168と極めて高額であることから、価額からみた潜在力

は非常に大きい。数年以内には米国、カナダやロシアといったこの分野の船舶を保有す

る最も重要な国々が 15‐20隻の新船を、一部は現在保有している船舶の代替えとして、

または追加船舶として発注することが予想される。その数の 50%が追加であると仮定し、

それらが 2020年までに発注された場合、前述の価格帯の平均をとれば 1年につき新船

1隻または 4億ユーロの市場潜在力がある。 

 

砕氷船に並び、耐氷船も必要である。耐氷船は北極海を航行する商用船で、北極海航路

                                                  
165  Lykke Ragner (2008) 

166  http://www.infield.com/market-forecast-reports/offshore-arctic-frontiers-market-report?JScript=1 
167 http://www.infield.com/market-forecast-reports/offshore-arctic-frontiers-market-report?JScript=1 

168  Korean Herald記事「北極海利権を確保する砕氷船」、カナダ沿岸警備隊「The CCGS John G. Diefenbaker 国営砕

氷船プロジェクト」、Bloomberg「ロシア北極海ルートがスエズ運河に対抗することで利益を得る Sovcomflot IPO:

輸送市場」の数字から独自に試算。数字の幅が大きい理由は、船舶の規模や種類が幅広いことによると見られる。 
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や石油、ガス市場のために利用される。その需要は氷のない期間の長さや北極海航路を

利用する船舶数に左右される。市場潜在力は年間 5億ユーロと考えられるが、それを裏

付ける資料はない。 

 

最後に、北極圏の原始的生態系を損なう活動が増えたことによる環境への懸念から、黒

色炭素の排出抑制や最終的には無公害船舶の建造を目指すものなど数多くの研究プロ

グラムにつながっている169。しかし、それが新たな市場機会を生むのは 2020年以降の

ことである。 

 

5.2.3 主な障害 

砕氷船と耐氷船の需要の高まりを阻む障害は 3つのグループに分けられ、それぞれが需

要の高まりに関係し、また気候変動の不確定性によるものと考えられる。 

 

北極海航路のアクセス 

現在、北極海航路が開通するのは年間 20‐30日間のみに限られる。氷が溶けることに

よって航路は現在よりも長い日数開通するようになると予想されているが、その時期は

不確定であることから耐氷船や、おそらく砕氷船についても投資を控える動きにつなが

っている。 

 

もうひとつ、北極海航路の商業的成功を妨げるものとして挙げられるのはロシアによる

徴税である。砕氷支援が高額であるため、アジアに向けた商船はスエズ運河を通過する

既存航路を好む傾向にある。 

 

新造船への融資 

砕氷船の一部は政府の所有であり、特に建造費用が高いことから新造船への支出は限ら

れている。商用としても、上で述べた市場の不確定性が融資に対する障害となっている。 

 

北極圏石油、ガス田探査に対する障害 

北極圏の石油、ガス田の探査についても、環境に関する懸念の高まりから障害が生じて

いる。北極圏は貴重な原始的自然環境と考えられ、損傷を受けやすい環境を破壊から守

るために厳格なルールの遵守が求められている。そうした環境保護や緩和手段にかかる

追加コストが高いことから多くの企業が参入をためらっている。 

 

そのため、石油、ガス田の開発がどのようなペースで進められるのかもまた不確かとな

                                                  
169  米国商務省国立海洋大気管理 FP7プロジェクト ACCESS(Arctic Climate Change, Economy and Society)のための

「北極海海運排出目録と今後のシナリオ」Corbett J.J.e.a (2011)など参照。 
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っている。可能性があるとされる合計 147か所のうち、現在操業可能となっているのは

わずかに 25か所である。今後 10年間にさらに 13か所が開発される（と決定されてい

る）が、その他については開発の是非や時期についても白紙の状態である。石油、ガス

探査については資金面の問題も間接的に同じ商業上、そして気候の不確定性の影響を受

けている。企業は十分な自己資金があるか、または石油、ガス田の開発へ投資を希望す

る出資者を探さなければならない。 

 

5.2.4 EU業界のポジションと対応技術 

砕氷船の代表的建造国はフィンランドである。現在操業中の砕氷船のうち、ロシア北極

海で操業中のものも含めておよそ 60%は同国で建造されている。フィンランドとロシア

の関係を強化するため、それぞれの代表的造船所であるロシアの United Shipbuilding 

Corporationとフィンランドの STXは Artech Helsinki Shipyardという合弁企業を設立

し、砕氷船とハイテクアイスクラス船舶に特化した事業を行っている170。すでにロシア

企業 Sovcomflot から多用途砕氷補給船 2 隻を含む受注を受けている。それらの船舶は

Arkutun-DagiフィールドにあるExxon Neftegas Limitedのガスプラットフォームへの補

給船として使用する他、海域の氷を除去するためにも使用される。同社ではさらにロシ

ア交通省171の緊急救援用船舶を建造する予定である。カナダと米国は現在のところ自国

で砕氷船を建造している。 

 

また韓国でも調査砕氷船を建造し、現在北極海で操業中である。これは韓国が建造した

初の砕氷船であり、まだ試験段階にある。この砕氷船のほかにも韓国は耐氷船を建造中

で、主にタンカーやばら積み貨物船として使用する目的だ。それらは北極海を航行でき

るほか、「通常の」公海での航行も可能である172。 

 

どちらの砕氷船、耐氷船についても主な設計と調査は Aker Arcticが手がけた。フィンラ

ンド企業である同社は STX Groupの傘下にあるが、自社の名称の下で経営しており、

設計の試験ができる民間所有としては唯一の氷試験モデルドックを所有している。同社

では全砕氷船の 60%を手がけるほか、北極海、南極海調査船多数、無数の貨物船や洋上

設備の設計も行っている173。造船はフィンランドの STXが行う。 

 

5.2.5 結論 

気候変動は北極圏の氷被覆率に影響を与える。気候が年月と共に上昇するにつれ海路が

利用できるようになり、石油、ガス田へのアクセスも容易になる。しかしそうしたチャ

                                                  
170  Artech Helsinki Shipyard OY (2011) 
171  http://www.shippingexplorer.net/en/ports/view/58-helsinki 

172  http://byers.typepad.com/arctic/2011/08/asian-juggernaut-eyes-our-golden-waterways.html 
173  http://www.akerarctic.com/company.htm 
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ンスを生かすためには砕氷船や耐氷船が必要である。全体の潜在力としては 2020年ま

でに砕氷船 15‐20隻程度、年間およそ 4億ユーロが見込まれる。またそれと共に貨物

輸送用や洋上石油、ガス施設用の耐氷船の需要が生まれ、さらに年間およそ 5億ユーロ

が予想される。 

 

この市場潜在性を享受することを阻む要因は気候の不確定性（氷がどの位のスピードで

溶けるのか；北極海航路の開通日数を左右する気候の不安定性）、そして商業的要素（ロ

シアが現在徴収している高額の砕氷費用）に関係している。さらに新規砕氷船への投資

は、場合によっては投資判断のカギとなる各国政府レベルの資金援助不足に阻害されて

いる。 

石油、ガス開発については貴重であり損傷を受けやすい北極海の原始的な環境に対する

懸念から、これまでよりも複雑なフィールドでの操業開始をためらわせている。 

 

現在まで、現役操業中の砕氷船のおよそ 60%がフィンランドで造られ、同国は市場シェ

アと知識レベルで世界トップの地位を築いている。主要顧客であるロシアとの戦略的提

携はその地位を確固たるものにしている。 
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